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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

 

総則編  

Ⅰ  プランの趣旨  

  
 
１  策定の目的 

関西全体の安全・安心を向上させ、国内のみならず世界の防災・減災

モデル“関西”を実現することをめざし、関西広域連合規約及び関西広

域連合広域計画に基づき、東海・東南海・南海地震等の大規模広域災害

に対し、関西広域連合（以下「広域連合」という。）がとるべき対応方

針やその手順を定めるプランを策定する。 

併せて、本プランと構成府県の地域防災計画との整合性を図ることに

より、このプランの実効性を確保するとともに、構成府県はもとより、

連携県や関西圏域（広域連合構成府県及び連携県の区域）内市町村の防

災・減災体制のさらなる充実に向けた指針とする。 

なお、大規模広域災害発生時の広域連合等の具体的な活動手順につい

ては、関西広域応援・受援実施要綱において定める。 
 

 
＜プランの位置づけ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  策定にあたっての考え方 

本プランは、広域的な対応が必要とされる大規模広域災害に対応する

ため、広域連合が実施・調整する防災・減災対策を体系的・統合的に示

す。 

その中で、広域連合が果たすべき役割を明確に示すためには、府県や

市町村等との連携・調整の基本的枠組みを示す必要がある。このため、

府県や市町村その他の防災・減災に関わる様々な主体が取り組むべき事

項ごとに課題と対応を整理し、広域連合と他の主体との関係を明らかに

する。その手法として、初動期から復旧・復興期に至る過程をシナリオ
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化し、その中で広域連合の役割を明示する。 

役割を明示することにより、府県や市町村の一層の防災・減災対策へ

の取り組みを促し、関西全体の防災力の向上を図る。 

 

 

３  策定方針 

   本プランは、次の３つの方針に基づき策定する。 

(1)  阪神・淡路大震災、東日本大震災等の経験・教訓を踏まえたプラン 

関西は、平成７年に発生した阪神・淡路大震災から創造的復興を成

し遂げてきており、その経験と教訓、さらには、東日本大震災の支援

を通じて見えてきた課題等を踏まえたプランとする。 
 

(2)   府県民にわかりやすいプラン 

一般の府県民にも親しめるよう専門用語は極力控え、可能な限り

平易な言葉等による読みやすく、分かり易いプランとする。 
 

(3)   充実・発展型のプラン 

    関西で発生が懸念されている災害は、東海・東南海・南海地震のよ

うな広域的な地震・津波災害をはじめ、近畿圏直下型地震や大規模な

風水害、原子力災害、新型インフルエンザ等の感染症など多岐に渡る。 

このため、それぞれの災害への対応について、「地震・津波災害対策

編」、「風水害対策編」、「原子力災害対策編」、「感染症対策編」を設け、

今後明らかになる東日本大震災の新たな課題や最新の知見等を踏ま

え、不断の見直しを行うことによりプランの実効性を担保する。 

また、災害に備えるための「防災・減災事業の展開」においては、

すべての事業を同時に進めるのではなく緊急性などの観点から事業の

優先度を決めて実施する。 
 

４ 計画期間 

    平成 23 年度は、地震・津波災害対策編を策定するとともに、原子力

災害対策編について概括的・骨格的な計画を策定する。 

なお、風水害対策編、感染症対策編については、平成 24 年度以降順

次策定していく。 

また、不断の見直しを行い、必要に応じて修正することから、計画期

間は設けない。 

 

 

 

する。その手法として、初動期から復旧・復興期に至る過程をシナリオ

化し、その中で広域連合の役割を明示する。 

役割を明示することにより、府県や市町村の一層の防災・減災対策へ

の取組を促し、関西全体の防災力の向上を図る。 

３ 策定方針 

   本プランは、次の３つの方針に基づき策定する。 

(1)   阪神・淡路大震災、東日本大震災等の経験・教訓を踏まえたプラン 

関西は、平成７年に発生した阪神・淡路大震災から創造的復興を成

し遂げてきており、その経験と教訓、さらには、東日本大震災、熊本

地震、鳥取県中部地震等の支援を通じて見えてきた課題等を踏まえた

プランとする。 
 

(2)   府県民にわかりやすいプラン 

一般の府県民にも親しめるよう専門用語は極力控え、可能な限り

平易な言葉等による読みやすく、分かり易いプランとする。 
 

(3)   充実・発展型のプラン 

    関西で発生が懸念されている災害は、南海トラフ巨大地震のような

広域的な地震・津波災害をはじめ、近畿圏直下型地震や大規模な風水

害、原子力災害、新型インフルエンザ等の感染症など多岐に渡る。 

このため、それぞれの災害への対応について、「地震・津波災害対策

編」、「風水害対策編」、「原子力災害対策編」、「感染症対策編」を設け、

今後明らかになる災害対応等の新たな課題や最新の知見等を踏まえ、

不断の見直しを行うことによりプランの実効性を担保する。 

また、災害に備えるための「防災・減災事業の展開」においては、

すべての事業を同時に進めるのではなく緊急性などの観点から事業の

優先度を決めて実施する。 
 

４ 計画期間 

計画期間は設けないが、概ね３年に１度は本プランの見直しを行う。 

また、プランの見直しにあたっては、この計画の効果や実効性を確保

できるようフォローアップを行い、ＰＤＣＡサイクルにより見直しを行

う。 

（参考：計画策定経緯） 
平成 23 年度 総則編、地震・津波災害対策編を策定 

原子力災害対策編は概括的・骨格的な計画を策定 
平成 25 年度 原子力災害対策編を改定 
平成 26 年度 風水害対策編、感染症対策編を策定 
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※  構 成 府 県 、 連 携 県  
関 西 広 域 連 合 は 、滋 賀 県 、京 都 府 、大 阪 府 、兵 庫 県 、和 歌 山 県 、鳥 取 県 及 び 徳 島 県 の ７

府 県 に よ り 構 成 さ れ る が 、「 広 域 防 災 」 事 務 に つ い て は 、 鳥 取 県 を 除 く ６ 府 県 が 参 加 し て
い る （ 平 成 24 年 2 月 現 在 ）。  

こ の た め 、 本 文 中 の 「 構 成 府 県 」 は 、 特 に 注 釈 が な い 場 合 、 滋 賀 県 、 京 都 府 、 大 阪 府 、
兵 庫 県 、 和 歌 山 県 及 び 徳 島 県 の ６ 府 県 を 指 す 。  

ま た 、「 連 携 県 」 は 、 特 に 注 釈 が な い 場 合 、 鳥 取 県 並 び に 関 西 広 域 連 合 の 連 携 団 体 で あ
る 福 井 県 、 三 重 県 及 び 奈 良 県 の ４ 県 を 指 す 。  

※  構 成 府 県 、 連 携 県  
関 西 広 域 連 合 は 、 滋 賀 県 、 京 都 府 、 大 阪 府 、 兵 庫 県 、 奈 良 県 、 和 歌 山 県 、 鳥 取 県 及 び 徳

島 県 の ８ 府 県 並 び に 京 都 市 、大 阪 市 、堺 市 及 び 神 戸 市 の ４ 政 令 市 に よ り 構 成 さ れ る が 、「 広
域 防 災 」 事 務 に つ い て は 、 鳥 取 県 を 除 く ７ 府 県 ４ 政 令 市 が 参 加 し て い る （ 平 成 29 年 ○ 月
現 在 ）。  

こ の た め 、 本 文 中 の 「 構 成 府 県 」 は 、 特 に 注 釈 が な い 場 合 、 滋 賀 県 、 京 都 府 、 大 阪 府 、
兵 庫 県 、 奈 良 県 、 和 歌 山 県 及 び 徳 島 県 の ７ 府 県 を 指 す 。  

ま た 、「 連 携 県 」 は 、 特 に 注 釈 が な い 場 合 、 鳥 取 県 並 び に 関 西 広 域 連 合 の 連 携 団 体 で あ
る 福 井 県 及 び 三 重 県 の ３ 県 を 指 す 。  
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(1) 全国初の本格的な広域にわたる防災・減災プラン  

 ○  関西が一体となって災害対策を実施  
○  関西 で 発 生 し た 災 害 への 対 応 だ け で な く 関西 以 外 の 地 域 へ の 応援 も 実

施  
 

(2) 「受援」のあり方に踏み込んだプラン  

 ○  応援側が被災現地に飛び込み、被災自治体とともに情報収集し、支援ニ

ーズに応える受援体制を構築  
 

 (3) 「初動対応」、「応急対応」に加え、「復旧・復興」過程を含めてシナリオ

化したプラン  

○  ともすれば、混乱しがちな災害現場において、一歩先を見据えた対策が

実施できるよう手続きや内容をシナリオ化  
 

(4)    広域連合のみならず防災関係機関の対応を網羅し、災害対応オペレーシ

ョンの全体像を明示したプラン  

 ○  初動、応急、復旧・復興のそれぞれのステージ、対応すべき事項ごとに、

それぞれの事項に係る関係機関の具体的な動きを、特に応援・受援に関す

るものを中心に災害対応のオペレーションを明示  
 

(5) 構成府県、市町村だけでなく、企業、ボランティア団体、府県民と連携・

協力を進めるプラン  

○  大規 模 広 域 災 害 時 に 欠か す こ と の で き な い民 間 の 力 を 円 滑 に 発揮 し て

頂くため、平常時からの連携の強化と災害時の協力の方策を構築  
 

(6) 未曾有といわれた２つの大震災の教訓を盛り込んだプラン  

   ○  初動体制の大切さ、防災関係機関やボランティアとの連携、住民主体の

創造的復興、減災対策の大切さなど阪神・淡路大震災の経験と教訓を反映  
○  カウンターパート方式による支援、被災地のニーズ等を直接把握し、応

援活動を行う現地支援本部の設置、迅速・的確な救援物資の調達・配送の

しくみづくりなど、東日本大震災の支援の成果と課題を反映  
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 (3) 「初動対応」、「応急対応」に加え、「復旧・復興」過程を含めてシナリオ

化したプラン  
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頂くため、平常時からの連携の強化と災害時の協力の方策を構築  
 

(6) 未曾有といわれた２つの大震災の教訓を盛り込んだプラン  

   ○  初動体制の大切さ、防災関係機関やボランティアとの連携、住民主体の

創造的復興、減災対策の大切さなど阪神・淡路大震災の経験と教訓を反映  
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１ 関西全体の防災の司令・調整役として被災府県の応援・受援

を迅速に実施 

   関西広域連合は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県及び

徳島県の２府５県を構成府県とする広域地方公共団体であり、関西全体の防災

に関する責任主体です。１つの組織として、迅速な決定・行動が可能で、大規

模広域災害発生時には、関西全体の防災の司令・調整役として、構成府県・連

携県、国、国の出先機関、関係機関との間で救援物資、応援要員及び広域避難

などの応援・受援のコーディネートを迅速に実施します。  

特に、人 やモノ など 災害対応 に欠か せな い資源を 、広域 連合 が、被災 して

いない府県と被災府県との間でスムーズな応援・受援の調整を行います。  
           
２ ノウハウの共有により、質の高い災害対応を行うことが可能 

広域連合の構成府県は、阪神・淡路大震災の経験や東日本大震災での支援な

どこれまでに積み上げてきた災害対応のノウハウを持っています。  

大 規 模 広 域 災 害 が 発 生 す れ ば 、 そ れ ぞ れ の 府 県 が 持 つ 優 れ た ノ ウ ハ ウ を 集

め、広域連合の調整のもと各府県が災害対応にあたりますので、広域連合全体

として、より質の高い対応が可能になります。  
 

３ 国の出先機関など関西の関係機関とともに迅速かつ的確な

災害対応を実現 

  広域連合は、関西の２府５県により構成された広域団体であり、連携県を含

めた対象エ リアは関 西を管轄エ リアとす る国の出先 機関やラ イフライン 事業者

とほぼ重な っていま す。平常時 において も業務の連 携がしや すい等の利 点を生

かして、広 域的な応 援・受援調 整を行う などの災害 対応にあ たることに より、

関西全体のいち早い復旧・復興が可能になります。  

 

 

 
 
 

１ 関西全体の防災の司令・調整役として被災府県の応援・受援

を迅速に実施 

   関西広域連合は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥

取県及び徳島県の２府６県並びに京都市、大阪市、堺市及び神戸市の４政令市

を構成団体とする広域地方公共団体であり、関西全体の防災に関する責任主体

です。１つの組織として、迅速な決定・行動が可能で、大規模広域災害発生時

には、関西全体の防災の司令・調整役として、構成団体府県等・連携県、国、

国 の 出 先 機 関 、 関 係 機 関 と の 間 で 救 援 物 資 、 応 援 要 員 及 び 広 域 避 難 な ど の 応

援・受援のコーディネートを迅速に実施します。  

特に、人 やモノ など 災害対応 に欠か せな い資源を 、広域 連合 が、被災 して

いない構成 団体府県 等と被災構 成団体府 県との間で スムーズ な応援・受 援の

調整を行います。  
   
２ ノウハウの共有により、質の高い災害対応を行うことが可能 

広域連合の構成団体府県等は、阪神・淡路大震災の経験や東日本大震災での

支援などこれまでに積み上げてきた災害対応のノウハウを持っています。  

大規模広域災害が発生すれば、それぞれの構成団体が持つ優れたノウハウを

集め、広域連合の調整のもと各構成団体が災害対応にあたりますので、広域連

合全体として、より質の高い対応が可能になります。  
 

３ 国の出先機関など関西の関係機関とともに迅速かつ的確な

災害対応を実現 

  広域連合の対象エリアは関西を管轄エリアとする国の出先機関やライフライ

ン事業者と ほぼ重な っています 。平常時 においても 業務の連 携がしやす い等の

利点を生か して、広 域的な応援 ・受援調 整を行うな どの災害 対応にあた ること

により、関西全体のいち早い復旧・復興が可能になります。  

   

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更・修正  
 
 
 
 
 
構 成 団 体 変

更  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 変

更  
 
 
 
 
 
 
文 言 の 再 整

理  
 
 
 
 
 

広域連合だからできること 広域連合だからできること 
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４ 構成府県のみならず他の広域団体や民間企業、ボランティア

等との連携により、迅速な災害対応や被災地のいち早い復旧・

復興を実現 

   関西が近隣の地域と同時に被災した場合でも、九州地方知事会等の広域団

体との相互応援協定を締結するなどにより、効果的な災害対応が可能となり

ます。  

また、大規模広域災害発生時に帰宅困難者に飲料水やトイレ等の提供の支

援 を 行 う た め に コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア や 外 食 事 業 者 等 と 協 定 を 締 結 す る な

ど、構成府県のみならず、関西の企業やボランティア団体等と日頃から連携

し、災害対応のしくみを充実させることにより、関西をあげて被災地支援を

行い、被災地の一日も早い復旧・復興が可能となります。  
  
５ これまで取り組んで来なかった広域防災事務の実施で関西

の安全・安心を向上 

   構成府県が個別に防災研修などを実施するのではなく、広域連合でまとま

って実施する方が、質が高く効果的な事業が実施できます。  

   また、津波災害に関し、鉄道事業者や地下街関係者と避難に関する検討を

行うことなどこれまで取り組んで来なかった広域防災事業に取り組むことで

関西全体の安全・安心が向上します。  
 

 

Ⅱ  対象とする災害  

 

  本プランは、被害が複数府県にまたがり、または単独の府県でも被害の

規模が甚大で、広域的な対応が必要とされる大規模広域災害を対象とす

る。 

  具体例は、次のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

４ 他の広域団体や民間企業、ボランティア等との連携により、

迅速な災害対応や被災地のいち早い復旧・復興を実現 

   関西が近隣の地域と同時に被災した場合でも、九州地方知事会等他ブロック

の広域団体と締結した相互応援協定などにより、効果的な災害対応が可能とな

ります。  

また、救援物資の提供・調達・配送や帰宅困難者支援など連携体制を構築す

るなど、関西の企業やボランティア団体等と日頃から連携し、災害対応の仕組

みを充実させることにより、関西をあげて被災地支援を行い、被災地の一日も

早い復旧・復興が可能となります。  
    
５ これまで取り組んで来なかった広域防災事務の実施で関西の

安全・安心を向上 

   構成団体府県等が個別に防災研修などを実施するのではなく、広域連合でま

とまって実施する方が、質の高い効果的な事業となります。  

   また、津波災害に関し、鉄道事業者や地下街関係者と避難に関する検討を行

うことなどこれまで取り組んで来なかった広域防災事業を行うことで、関西全

体の安全・安心が向上します。  
 

 

Ⅱ  対象とする災害  

 

  本プランは、被害が複数府県にまたがり、または単独の府県でも被害の

規模が甚大で、広域的な対応が必要とされる大規模広域災害を対象とす

る。 

  具体例は、次のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
文言整理  
 
 
 
 
 
 
修 正 意 見 を

反映  
修 正 意 見 を

踏まえ変更  
 
文言整理  
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 変

更  
 
修 正 意 見 反

映  
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災害区分  具  体  例  

地震・津波災害  ・  東海・東南海・南海地震などの海溝型地震  
・  生駒断層帯地震などの近畿圏直下型地震  

風水害  ・  伊勢湾台風級の台風の大阪湾への接近による高潮災害  
・  琵琶湖・淀川等の大河川の洪水氾濫、集中豪雨による  

広範な内水氾濫及び土砂災害  
原子力災害  ・  原子力発電所事故  

感染症  ・  新型インフルエンザのまん延  
・  高病原性鳥インフルエンザのまん延    

 

※  その他、鉄道事故、航空事故等の事故災害、口蹄疫等の危機管理事

案など広域的な対応が必要とされる災害を対象とする。 

また、災害対策を実施する地域については、関西圏域（広域連合構

成府県及び連携県の区域）内を中心に圏域外の応援についても必要に

応じて実施する。 

 

Ⅲ 広域連合の役割  

  広域連合は、大規模広域災害が発生した際には、関西圏域内の応援・受

援の調整、全国からの応援に対する受援の調整、及び関西圏域外への応援

の調整を行う。また、平常時から、国、関係機関・団体等と連携を図ると

ともに、防災・減災力の向上を図るための事業の企画・実施を行う。 

 

１ 大規模広域災害時の広域的対応指針の提示 

  大規模広域災害が発生した時の広域連合、構成府県の広域対応指針を

初動シナリオ、応援・受援シナリオ、復旧・復興シナリオにより提示す

る。 
 
 (1) 初動シナリオ 

      情報収集、緊急派遣チーム（先遣隊）の派遣、災害対策（支援）本

部の設置、現地支援本部等の設置など 
 
(2) 応援・受援シナリオ 

  救援物資の需給調整、応援要員の派遣・受入調整、広域避難の受入

調整など 
 
(3) 復旧・復興シナリオ 

  復興戦略の策定、被災自治体の復興業務への支援など 

 

 

 

 

 
 

災害区分  具  体  例  

地震・津波災害  ・  南海トラフ巨大地震などの海溝型地震  
・  生駒断層帯地震などの近畿圏直下型地震  

風水害  ・  伊勢湾台風級の台風の大阪湾への接近による高潮災害  
・  琵琶湖・淀川等の大河川の洪水氾濫、集中豪雨による  

広範な内水氾濫及び土砂災害  
原子力災害  ・  原子力発電所事故  

感染症  ・  新型インフルエンザのまん延  
・  高病原性鳥インフルエンザのまん延    

 

※  その他、鉄道事故、航空事故等の事故災害、口蹄疫等の危機管理事

案など広域的な対応が必要とされる災害を対象とする。 

また、災害対策を実施する地域については、関西圏域（広域連合構

成府県及び連携県の区域）内を中心に圏域外の応援についても必要に

応じて実施する。 

 

Ⅲ 広域連合の役割  

  広域連合は、大規模広域災害が発生した際には、関西圏域内の応援・受

援の調整、全国からの応援に対する受援の調整、及び関西圏域外への応援

の調整を行う。また、平常時から、国、関係機関・団体等と連携を図ると

ともに、防災・減災力の向上を図るための事業の企画・実施を行う。 

 

１ 大規模広域災害時の広域的対応指針の提示 

  大規模広域災害が発生した時の広域連合、構成団体府県等の広域対応

指針を初動シナリオ、応援・受援シナリオ、復旧・復興シナリオにより

提示する。 
 
 (1) 初動（発災から概ね３日間）シナリオ 

      情報収集、緊急派遣チーム（先遣隊）の派遣、災害対策（支援）本

部の設置、現地支援本部等の設置など 
 
(2) 応援・受援（避難所期）シナリオ 

  救援物資の需給調整、応援要員の派遣・受入調整、広域避難の受入

調整など 
 
(3) 復旧・復興（仮設住宅期）シナリオ 

  復興戦略の策定、被災自治体の復興業務への支援など 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
最 新 の 被 害

想 定 （ 国 、

各 府 県 ） の

公 表 を 受 け

修正  
 
 
国 の 最 新 の

被害想定  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
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２  応援・受援の調整 

災害の規模が大きく、被害が甚大で被災府県・市町村だけでは対応で

きない場合において、国や関係機関・団体等と連携を図りながら広域連

合が構成府県内外の広域的な応援・受援の調整を行い、関西が一体とな

って災害対策を実施する。 

 

＜国、広域連合、府県、市町村等の連携＞ 

 

３  災害情報の共有、情報の発信 

大規模広域災害の発生時に、広域連合は、構成府県、連携県及び国・

関係機関と連携を図り、被害に関する状況、応急対策に関する状況など

の情報収集を行う。整理・集約した情報については、遅滞なく構成府県

及び連携県に情報提供を行うとともに、構成府県及び連携県と連携し、

府県民に対して被害の状況や広域連合・構成府県・連携県の対応、被災

住民の行動についてのメッセージ等を発信する。 

 

４  災害に備えるための事業の企画・実施 

  大規模広域災害が発生した際、迅速かつ的確に対応できるよう平常時

から、国、関係機関・団体等と連携するとともに、広域応援訓練、防災

人材育成事業・減災対策の普及啓発などの防災・減災事業を企画・実施

する。 

 
 

 

２  応援・受援の調整 

災害の規模が大きく、被害が甚大で被災府県・市町村だけでは対応で

きない場合において、国や関係機関・団体等と連携を図りながら広域連

合が構成府県内外の広域的な応援・受援の調整を行い、関西が一体とな

って災害対策を実施する。 

 

＜国、広域連合、府県、市町村等の連携＞ 

 

３  災害情報の共有、情報の発信 

大規模広域災害の発生時に、広域連合は、構成団体府県等、連携県及

び国・関係機関と連携を図り、被害に関する状況、応急対策に関する状

況などの情報収集を行う。整理・集約した情報については、遅滞なく構

成団体府県等及び連携県に情報提供を行うとともに、構成団体府県等及

び連携県と連携し、府県民に対して被害の状況や広域連合・構成団体府

県等・連携県の対応、被災住民の行動についてのメッセージ等を発信す

る。 

 

４  災害に備えるための事業の企画・実施 

  大規模広域災害が発生した際、迅速かつ的確に対応できるよう平常時

から、国、関係機関・団体等と連携するとともに、広域応援訓練、防災

人材育成事業・減災対策の普及啓発などの防災・減災事業を企画・実施

する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

地震・津波災害対策編 
Ⅰ 被害想定  

 
関西において大規模広域災害をもたらす地震としては、次のものが想

定されており、各府県で行った被害想定をもとに、広域連合としての防

災・減災対策を体系的に講じる。 

・  東海・東南海・南海地震 

・  琵琶湖西岸断層地震 

・  花折断層帯地震 

・  奈良盆地東縁断層帯地震  

・  京都西山断層帯地震 

・  生駒断層帯地震 

・  上町断層帯地震 

・  大阪湾断層帯地震 

・  中央構造線断層帯地震 

・  山崎断層帯地震 等  
 
以下に、東海・東南海・南海地震と生駒断層帯地震については、各府県

が地域防災計画で想定している被害想定を示すとともに、参考として、中

央防災会議による現行の被害想定も示した。 

また、琵琶湖西岸断層地震、花折断層帯地震、奈良盆地東縁断層帯地震、

京都西山断層帯地震、上町断層帯地震、大阪湾断層帯地震、中央構造線断

層帯地震及び山崎断層帯地震については、資料編に整理した。 

また、東海・東南海・南海地震については、東日本大震災の発生を受け、

中央防災会議において被害想定の見直しが検討されている。本編に示す防

災・減災対策についても、新しい被害想定に基づき見直しを行う予定であ

り、それまでの間は構成府県の暫定的な対策を踏まえた対応とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
地震・津波災害対策編 

Ⅰ 被害想定  

 
関西において大規模広域災害をもたらす地震としては、次のものが想

定されており、各府県で行った被害想定をもとに、広域連合としての防

災・減災対策を体系的に講じる。 

・  南海トラフ巨大巨大地震 

・  琵琶湖西岸断層地震 

・  花折断層帯地震 

・  奈良盆地東縁断層帯地震  

・  京都西山断層帯地震 

・  生駒断層帯地震 

・  上町断層帯地震 

・  大阪湾断層帯地震 

・  中央構造線断層帯地震 

・  山崎断層帯地震 等  
 
以下に、南海トラフ巨大巨大地震と生駒断層帯地震については、各府県

が地域防災計画で想定している被害想定を示すとともに、参考として、中

央防災会議による現行の被害想定も示した。 

また、琵琶湖西岸断層地震、花折断層帯地震、奈良盆地東縁断層帯地震、

京都西山断層帯地震、上町断層帯地震、大阪湾断層帯地震、中央構造線断

層帯地震及び山崎断層帯地震については、資料編に整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
修 正 意 見 を

反映  
最 新 の 被 害

想 定 （ 国 、

各 府 県 ） の

公 表 を 受

け、修正  
 
国 の 最 新 の

被害想定  
 
 
最 新 の 被 害

想 定 （ 国 、

各 府 県 ） の

公 表 を 受 け

修正  
 
 
 
 
 
 
国 の 最 新 被

害想定  
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１ 東海・東南海・南海地震 

○ 各府県による被害想定 

府県名  死者数  全壊棟数  府県内の最大震度  
滋賀県  ５０  １，４２７  ６ 弱  （ 南 海 地 震 又 は 東 南 海 地

震）  
京都府  １３０  １０，８００  ６弱  （東南海・南海地震）  

大阪府  ９９  ２２，３４１  ６弱  （東南海・南海地震）  
兵庫県  ７６０  ２０，９８８  ６強  （東南海・南海地震）  

和歌山県  ５，００８  １０４，５９５  ７   （ 東 海 ・ 東 南 海 ・ 南 海 地
震）  

徳島県  ４，３００  ４９，７００  ６強  （東南海・南海地震）  
鳥取県  －  －  －  

福井県  －  －  －  
三重県  ４，８００  １１０，２６２  ７   （ 東 海 ・ 東 南 海 ・ 南 海 地

震）  
奈良県  ４  １，２５３  ６ 弱  （ 東 海 ・ 東 南 海 ・ 南 海 地

震）  
合計  １５，１５１  ３２１，３６６   

 

 

＜津波の想定＞ 

府県名  
（最大津波高さ  

市町村名）  
第１波ピークの津波到

達時間  津波最大高さ  

大阪府（高石市）  １００分  ３．４㍍  

兵庫県（南あわじ市）  ５０分  ５．８㍍  

和歌山県（串本町）  ６分  ８．３㍍  

徳島県（海陽町）  １５分  ９．０㍍  

 

 

 
東海・東南海・南海の３つの地震が同時に発生するケースの他、 1854 年の安

政地震では、東 海地 震（東南海地震 を含 む）が先行して 発生 し、 32 時間後に南

海地震が発生した。また、 1944 年に発生した東南海地震では、その２年後に南

海地震が発生していることから、時間差発生のケースにも留意して柔軟な対応を

とる必要がある。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１ 南海トラフ巨大巨大地震 

 
 

 

○各府県による被害想定 

府県名  死者数  全壊棟数  府県内の最大震度  
滋賀県  474５０  12 ,837１，４２

７  
６強６弱  （南海地震又は東南

海地震）  
京都府  860１３０  70 ,210１０，８

００  
６強６弱  （東南海・南海地震） 

大阪府  133 ,891９９  179 ,153２２，
３４１  

６強６弱  （東南海・南海地震） 
兵庫県  29 ,097７６

０  
38 ,548２０，９

８８  
７６強  （東南海・南海地震）  

奈良県  1 ,600  47 ,000  ６強  
和歌山県  90 ,400５，０

０８  
158 ,700１０
４，５９５  

７７   （東海・東南海・南海
地震）  

徳島県  ４，３００  ４９，７００  ６強  （東南海・南海地震）  

徳島県  31 ,300  116 ,400  ７  
鳥取県  －－  －－  －  

福井県  －－  －－  －  
三重県  53 ,000４，８

００  
248 ,000１１
０，２６２  

７７   （東海・東南海・南海
地震）  

奈良県  ４  １，２５３  ６ 弱  （ 東 海 ・ 東 南 海 ・ 南 海 地
震）  

合計  340 ,622  870 ,848   
※  被害想定の条件は、各府県独自のものによる。  

 

＜津波の想定＞ 
府県名  

（最高津波水位  
市町村名）  

第１波ピークの  
津波到達時間  

(※１ )  
最高津波水位  
（ T.P .ｍ）  

大阪府（大阪市住之江区）  
（※２）  １１０分  ５．１㍍  

兵庫県（南あわじ市）  ４４分  ８．１㍍  
和歌山県（すさみ町）  ３分  １９㍍  
徳島県（海陽町）  ６分  １５．８㍍  

※１  初期水位より 1m 上昇する時間。ただし、徳島県は初期水位から±20 ㎝  
の変化が生じるまでの時間  

※２  大阪府の津波到達時間の最短は岬町で５４分（最高津波水位３．８㍍）  

 
 
 
 
 
 
最 新 の 被 害

想 定 （ 国 、

各 府 県 ） の

公 表 を 受 け

修正  
修 正 意 見 を

反映  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
修 正 意 見 を

踏 ま え 、 変

更  
 
 
 
 
 
修 正 意 見 を

反映  
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【参考】  

○  中央防災会議東南海・南海地震等に関する専門調査会の被害想定  
（平成 15 年９月 17 日）  

 

府県名  死者数（注１）  全壊棟数（注２） 府県内の最大震度  

滋賀県  １０  １，２００  ６弱  

京都府  １０  ２，２００  ６弱  

大阪府  ５０  １３，０００  ６弱  

兵庫県  １００  ６，１００  ６強  

和歌山県  ４，６００  ４７，０００  ７  

徳島県  １，３００  １５，０００  ６強  

鳥取県  －  －  ５弱  

福井県  －  ３０  ５強  

三重県  ２，６００  ５１，０００  ７  

奈良県  １０  １，４００  ６弱  

関西計  ８，６８０  １３６，９３０  －  
全国計  ２５，０００  ５５０，０００  －  

 
注 １ ）  朝 ５ 時  風 速 15m/s の 場 合 の 揺 れ に よ る 建 物 倒 壊 の 他 、津 波 、火 災 、崖 崩 れ に よ

る 死 者 発 生  
注 ２ ）  朝 ５ 時  風 速 15m/s の 場 合 の 揺 れ の 他 、津 波 、火 災 、液 状 化 、崖 崩 れ の 発 生 に よ

る 建 物 全 壊  
＜津波の状況＞  

沿岸域名   津波到達時間  
（ 20㎝上昇時）  津波最大高さ  

大阪湾  40 -120分  1 -3m 
淡路島南部  30 -50分  3 -5m 
瀬戸内海 (兵庫県沿岸
)  

60 -120分  1 -2m 

和歌山県東岸  0 -10分  5m以上  
和歌山県西岸  30 -50分  3 -5m 
徳島南岸  0 -10分  5m以上  

徳島東岸  30 -50分  3 -5m 
 

※  上記各地区とも約 50 分から 60 分周期で４、５波来襲、発災から５～６時間

 

 
南海トラフ全体が動いて発生する巨大地震の他、 1854 年の安政地震では、東

海地震（東南海地震を含む）が先行して発生し、 32 時間後に南海地震が発生し

た。また、 1944 年に発生した東南海地震では、その２年後に南海地震が発生し

て い る こ と か ら 、 時 間 差 発 生 の ケ ー ス に も 留 意 し て 柔 軟 な 対 応 を と る 必 要 があ

る。  
 
 

【参考】  

○  中央防災会議東南海・南海地震等に関する専門調査国会の被害想定  
（平成 24 年８（平

成 15 年９月 17）  

 

府県名  死者数（注）  全壊棟数（注）  府県内の最大震度  
滋賀県  400１０  13 ,000１，２０

０  ６強６弱  

京都府  900１０  70 ,000２，２０
０  

６強６弱  

大阪府  7 ,700５０  337 ,000１３，０
００  ６弱６強  

兵庫県  5 ,800１００  54 ,000６，１０
０  

６強６強  

奈良県和歌山
県  

1 ,600４，６００  47 ,000４７，０
００  ６強７  

和歌山県  70 ,000  190 ,000  ６強  
徳島県  29 ,000１，３０

０  
132 ,000１５，０

００  
７６強  

鳥取県  －－  300－  ５弱５弱  

福井県  －－  2 ,100３０  ５強５強  

三重県  19 ,000２，６０
０  

224 ,000５１，０
００  ７７  

奈良県  １０  １，４００  ６弱  

関西計  134 ,400８，６８
０  

1 ,069 ,400１３
６，９３０  

－  
全国計  242 ,630２５，０

００  
2 ,369 ,640５５

０，０００  
－  

 
(注 ) 陸側ケース、津波ケース③、冬 18 時、風速８ m/s、（早期避難率低）の

場合の揺れによる建物倒壊、津波、火災、崖崩れによる死者発生及び揺れ、
津波、火災、液状化、崖崩れの発生による建物倒壊  
  
注１）  朝 ５ 15  

＜津波の状況＞  

沿岸域名   津波到達時間  
（１ｍ上昇時）  津波最大高さ  

大阪湾  60 -90分  3 -5m 
淡路島南部  40 -50分  3 -5m 
瀬 戸 内 海 (兵 庫 県 沿 岸 )  60 -90分  3 -5m 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
修 正 意 見 を

反映  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
修 正 意 見 を

反映  
 
 
 
 
 
中 央 防 災 会

議 で 南 海 ト

ラ フ 被 害 想
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継続する。  
また、第２波以降が最高津波高さを示すこともある。  

※  津波到着時間については、中央防災会議では、迅速、的確な避難等に資する

ため、第１波の水位 20 ㎝上昇時の時間を示している。  
 

 

【参考】中央防災会議見直しの検討状況  

スケジュール  検  討  内  容  

平 成 ２ ３ 年 ４ 月 ２ ７

日 ～ 平 成 ２ ３ 年 ９ 月

２ ８ 日  

「 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 を 教 訓 と し た 地 震 ・ 津 波 対 策 に 関 す る

専 門 調 査 会 」 を 設 置 し 、 12 回 に わ た り 審 議  
＜ H23.9 .28 報 告 取 り ま と め ＞  

平 成 ２ ３ 年 ８ 月 ２ ８

日 ～  
「 南 海 ト ラ フ の 巨 大 地 震 モ デ ル 検 討 会 」 を 設 置 し 、 検 討  
＜ H23.12 .27 に 中 間 取 り ま と め（ 想 定 震 源 域・波 源 域 の 設 定 の 考

え 方 等 ） ＞  
＜ 24 .3～ 4  最 終 取 り ま と め （ 最 大 ｸﾗｽの 震 度 分 布 、 津 波 高 等 の

推 計 結 果 公 表 （ 予 定 ）） ＞  
平 成 ２ ４ 年 ６ 月 頃  南 海 ト ラ フ の 巨 大 地 震 の 被 害 想 定 （ 直 接 的 被 害 ） の 推 計 結 果 公

表 （ 予 定 ）  
 

２  近畿圏直下型地震  

  ［生駒断層帯地震の被害想定］  
○  各府県の被害想定  

府県名  死者数  全壊棟数  府県内の最大震度  

滋賀県  －  －   
京都府  ３，４００  ７２，７００  ７  

大阪府  ９，７７７  ２７５，３１６  ７   

兵庫県  ３２３  ７，５３８   ６強  

和歌山県  －  －  －  

徳島県  －  －  －  

鳥取県  －  －  －  

福井県  －  －  －  

三重県  －  －  －  

奈良県  ４，２５７  ９８，１２３  ７  

合  計  １７，７５７  ４５３，６７７   
 

 

 

 

 

 

和歌山県東岸  0 -10分  15 -20m 
和歌山県西岸  30 -50分  15 -20m 
徳島南岸  10 -20分  10 -15m 

徳島東岸  30 -40分  5 -10m 
出典：「南海トラフの巨大地震による津波高・浸水域等（第二次報告）（内閣府）  

※  上記各地区とも約 50 分から 60 分周期で４、５波来襲、発災から５～６時間

継続する。  
また、第２波以降が最高津波高さを示すこともある。  

 

 

【参考】中央防災会議見直しの検討状況  

スケジュール  検  討  内  容  
平 成 ２ ３ 年 ４ 月 ２ ７

日 ～ 平 成 ２ ３ 年 ９ 月

２ ８ 日  

「 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 を 教 訓 と し た 地 震 ・ 津 波 対 策 に 関 す る

専 門 調 査 会 」 を 設 置 し 、 12 回 に わ た り 審 議  
＜ H23.9 .28 報 告 取 り ま と め ＞  

平 成 ２ ３ 年 ８ 月 ２ ８

日 ～  
「 南 海 ト ラ フ の 巨 大 地 震 モ デ ル 検 討 会 」 を 設 置 し 、 検 討  
＜ H23.12 .27 に 中 間 取 り ま と め（ 想 定 震 源 域・波 源 域 の 設 定 の 考

え 方 等 ） ＞  
平 成 ２ ４ 年 ８ 月 頃  南 海 ト ラ フ の 巨 大 地 震 の 被 害 想 定 （ 直 接 的 被 害 ） の 推 計 結 果 公

表  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  近畿圏直下型地震  

  ［生駒断層帯地震の被害想定］  
○  各府県の被害想定  

府県名  死者数  全壊棟数  府県内の最
大震度  

滋賀県  －  －   
京都府  ３，４００  ７２，７００  ７  

大阪府  ９，７７７  ２７５，３１６  ７   

定 推 定 結 果

公 表 済 み の

ため、削除  
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【参考】  
○  中央防災会議東南海・南海地震等に関する専門調査会の被害想定（平成 19年 11
月１日）  

   
［生駒断層帯地震の被害想定］  

府県名  死者数（注１）  全壊棟数（注２）  府県内の最大震
度  

滋賀県  約３０  約５００  ６弱  

京都府  約４，０００  約１５０，０００  ７  

大阪府  約９，８００  約３００，０００  ７  

兵庫県  約１０  約５００  ６弱  

和歌山県  －  約４０  ５強  

徳島県  －  －  －  

鳥取県  －  －  －  

福井県  －  －  －  

三重県  －  約１００  ５強  

奈良県  約４，８００  約１１０，０００  ７  

関西計  約１８，６４０  約５６１，１４０  －  

全国計  約１８，６４０  約５６１，１４０  －  

 

注１）  冬５時  風速 15m/s の場合  揺れによる建物倒壊の他、火災、崖崩れによ

る死者発生  
注２）  冬 12 時  風速 15m/s の場合  揺れの他、火災、液状化、崖崩れによる建

物全壊  
 

 

Ⅱ  災害への備え  

   
広域連合は、平常時から関係機関・団体等と連携を図るとともに、防災・減災に

資する事業を展開し、災害に備える。  
 

１  関係機関・団体等との平常時からの連携  

 広域連合は、大規模広域災害に対して、構成府県、広域連合他分野局、連携県、

隣接ブロック・遠隔ブロック、全国知事会・全国都道府県、国（中央省庁、出先

機関）、広域実動機関、専門家・研究機関及び企業・ボランティア等が連携して

兵庫県  ３２３  ７，５３８   ６強  

和歌山県  －  －  －  

徳島県  －  －  －  

鳥取県  －  －  －  

福井県  －  －  －  

三重県  －  －  －  

奈良県  ４，２５７  ９８，１２３  ７  

合  計  １７，７５７  ４５３，６７７   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】  
○  中央防災会議東南海・南海地震等に関する専門調査会の被害想定（平成 19年 11
月１日）  

   
［生駒断層帯地震の被害想定］  

府県名  死者数（注１）  全壊棟数（注２）  府県内の最大震
度  

滋賀県  約３０  約５００  ６弱  

京都府  約４，０００  約１５０，０００  ７  

大阪府  約９，８００  約３００，０００  ７  

兵庫県  約１０  約５００  ６弱  

和歌山県  －  約４０  ５強  

徳島県  －  －  －  

鳥取県  －  －  －  

福井県  －  －  －  

三重県  －  約１００  ５強  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 変

更  
 
 
 
 
 
政 令 市 の 位

置 づ け を 明

記  
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

広域連合

広域防災担当

委員

（兵庫県知事）

次 長

（兵 庫 県
副防災監）

広域企画課長

課長（滋賀県担当）

参 与

（構成府県危機
管理監等）

構

成

府

県

市

町

村

広域連合長

（兵庫県知事）

他分野担当

委員

（構成府県知事）

連携

連
携

連
携

広域連合委員会

広域防災局

他 分 野 局
本部事務局

企画総務、
資格試験・
免許等
（大阪市内）

広域観光・
文化振興局
（京都府）

広域産業
振興局
（大阪府）

広域医療局

（徳島県）

広域環境
保全局
（滋賀県）

広域職員研
修局
（和歌山県）

防災計画参事

（兵庫県広域
防災参事）

防災課長

災害対策課長

被災者支援課長

訓練課長

課長（京都府担当）

課長（大阪府担当）

課長（和歌山県担当）

課長（徳島県担当）

局 長

（兵 庫 県
防 災 監）

広域連合

広域防災担当

委員

（兵庫県知事）

次 長

（兵 庫 県
副防災監）

広域企画課長

課長（滋賀県担当）

参 与

（構成府県危機
管理監等）

構

成

府

県

市

町

村

広域連合長

（兵庫県知事）

他分野担当

委員

（構成府県知事）

連携

連
携

連
携

広域連合委員会

広域防災局

他 分 野 局
本部事務局

企画総務、
資格試験・
免許等
（大阪市内）

広域観光・
文化振興局
（京都府）

広域産業
振興局
（大阪府）

広域医療局

（徳島県）

広域環境
保全局
（滋賀県）

広域職員研
修局
（和歌山県）

防災計画参事

（兵庫県広域
防災参事）

防災課長

災害対策課長

被災者支援課長

訓練課長

課長（京都府担当）

課長（大阪府担当）

課長（和歌山県担当）

課長（徳島県担当）

局 長

（兵 庫 県
防 災 監）

対処するための体制整備を行う。  
 
 

 
＜広域連合と関係機関・団体等との関係＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 構成府県との連携  

 ①  府県地域防災計画との整合性の確保  

当該プランの実効性の確保を図るため、府県地域防災計画との整合性を確

保する。  
 
＜広域連合（広域防災局）の組織＞  

 

 

 

 
                               

 

②  緊急連絡体制等、複数の情報通信手段による連絡体制の構築  

一般電話、携帯電話、防災行政無線、ファクシミリ、電子メール及び衛星

電話等、複数の情報通信手段による連絡体制を構築する。  
 
 
 

奈良県  約４，８００  約１１０，０００  ７  

関西計  約１８，６４０  約５６１，１４０  －  

全国計  約１８，６４０  約５６１，１４０  －  

 

注１）  冬５時  風速 15m/s の場合  揺れによる建物倒壊の他、火災、崖崩れによ

る死者発生  
注２）  冬 12 時  風速 15m/s の場合  揺れの他、火災、液状化、崖崩れによる建

物全壊  
 

 

Ⅱ  災害への備え  

   
広域連合は、平常時から関係機関・団体 等と連携を図るとともに、防災・減災に

資する事業を展開し、災害に備える。  
 

１  関係機関・団体等との平常時からの連携  

 広域連合は、大規模広域災害に対して、構成団体府県等、広域連合他分野局、

連携県、隣接ブロック・遠隔ブロック、全国知事会・全国都道府県、国（中央省

庁、出 先機 関 ）、 広 域実動 機関 、専 門家 ・研究 機関 及び 企業 ・ボラ ンテ ィア 等 が

連携して対処するための体制整備を行う。  
 
 

 
＜広域連合と関係機関・団体等との関係＞  

 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
熊 本 地 震 の

課 題 を 踏 ま

え追記  
 
被 害 想 定 公

表 （ 国 、 各

府 県 ） を 受

け、修正  
 
 
 
 
意 見 を 踏 ま

え、修正  
 
広 域 環 境 局

の 意 見 は 反

映 し な い

が 、 標 題 を

広域連合

（広域防災局）

構成府県

市町村

（連絡網・防災資源情報共有）

中央省庁

国出先機関（地方整備局、
地方運輸局、地方農政局
等）

広域実動機関（消防、警
察、自衛隊、海上保安庁）

全国知事会
全国都道府県

専門家
防災研究機関 等

企業・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等

広域連合
（本部、他分野局）

連携県

隣接ブロック
（中部・中国・四国地域）

遠隔ブロック
（九州地方知事会他）

広域連合

（広域防災局）

構成府県

市町村

（連絡網・防災資源情報共有）

中央省庁

国出先機関（地方整備局、
地方運輸局、地方農政局
等）

広域実動機関（消防、警
察、自衛隊、海上保安庁）

全国知事会
全国都道府県

専門家
防災研究機関 等

企業・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等

広域連合
（本部、他分野局）

連携県

隣接ブロック
（中部・中国・四国地域）

遠隔ブロック
（九州地方知事会他）
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

 ③  大規模広域被害想定の実施・共有  

     東海・東南海・南海地震等の大規模広域災害の被害想定について構成府県

間で共有する。  
 

④  人的・物的資源の情報共有の推進  

     職種別人員の状況、救援物資及び資機材等の保有状況に関する資料を定期

的に交換することにより、人的・物的資源に関する情報を共有する。  
 

(2) 広域連合他分野局との連携  

    大規模広域災害発生時に、広域医療局が行うドクターヘリの派遣など他の分

野と連携して被災地の応急対策や復旧・復興対策を行う体制を整える。  
・  ドクターヘリ派遣、救護班等派遣支援  
・  風評被害対策、被災地への集客促進  
・  広域周遊中の観光客被害情報収集・発信  
・  直接、間接の被災企業に対する支援  など  

 
 
 
 
 
 

  (3) 他の広域ブロック等との応援協定  

連携県や隣接ブロック等との相互応援協定を締結すること等により、災害が

発生した場合の応援体制を整備する。   
①  連携県  

  福井県、三重県及び奈良県と相互応援協定を締結することにより、福井県、

三重県、奈良県で災害が発生した場合、さらに、広域連合構成府県で災害が

発生した場合の応援・受援体制を整備する。   
②   隣接ブロック  

救援物資、応援要員及び広域避難等に関する応援・受援が迅速に実施でき

るよう全国知事会とも連携をとりながら隣接ブロックである中部、中国及び

四国地域との連携体制を整備するとともに、相互応援協定についても検討を

進める。  
 
③  遠隔ブロック  

  大規模広域災害では、隣接ブロックも被災し、応援を求めることが困難な

場合もあることから、全国知事会とも連携をとりながら遠隔ブロックである

九州地域と相互応援協定の締結を行うとともに、その他の遠隔ブロックとの

相互応援協定についても検討を進める。  
  
④  全国都道府県  

     「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」により、全国

都道府県間の相互応援体制を確保する。なお、広域防災局は、全国知事会の

近畿ブロックの幹事県の役割を担い、近畿からの応援、近畿への応援につい

て調整を行う。  
     また、全国知事会が行う全国都道府県の災害時応援調整について、カウン

ターパート方式等の応援方式を迅速にとれるよう働きかける。  

 

 

(1) 構成団体府県との連携  

 ①  府県地域防災計画との整合性の確保  

当該プランの実効性の確保を図るため、府県地域防災計画との整合性を確

保する。  
 
＜広域連合（広域防災局）の組織＞  

 
 

②  緊急連絡体制等、複数の情報通信手段による連絡体制の構築  

一般電話、携帯電話、防災行政無線、ファクシミリ、電子メール、衛星電

話、TV 会議システム及び SNS 等、複数の情報通信手段による連絡体制を構

築する。  
 
 

③  大規模広域被害想定の実施・共有  

     南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 等 の 大 規 模 広 域 災 害 の 被 害 想 定 に つ い て 構 成 府 県 間

で共有する。  
 

修正  
 
 
 
 
 
 
 
鳥 取 県 と の

覚書を明記  
奈 良 県 を 連

携 県 か ら 削

除  
 
広 域 連 合 の

既 締 結 協 定

を記載  
奈 良 県 を 連

携 県 か ら 削

除  
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 
 

(4) 国との連携  

関係省庁等との緊密な連携のもと、迅速に災害対応が実施できる体制を構築す

るとともに、国の持つ科学的知見を活用しながら災害に備える。  

①  関係省庁等との連携  

    ア）中央省庁との連携  
災害発生時に国や国の現地対策本部に対して、関西圏域を超えて必要と

な る 救 援 物 資 や 要 員 の 派 遣 等 の 支 援 要 請 が 迅 速 か つ 的 確 に 実 施 で き るよ

う情報連絡体制を整備する。  
また、必要に応じて制度運用の改善や財源の確保等について国に提案す

る。  
 

イ）国出先機関との連携  
災害発生時に地方整備局など国の出先機関に対して、緊急災害対策派遣

隊（ TEC-FORCE）等の派遣要請や輸送手段の確保などの支援要請が迅速

かつ的確に実施できるよう情報連絡体制を整備する。  
 

ウ）広域実動機関との連携  
災害発生時に迅速な災害対応を行うため、消防、警察、自衛隊及び海上

保 安 庁 の 部 隊 等 の 派 遣 要 請 が 迅 速 か つ 的 確 に 実 施 で き る よ う 情 報 連 絡体

制を整備するとともに、平素から緊密な連携を図る。  
       

②  科学的知見の活用  

      国が実施する津波被害想定や地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）、

海底津波計システム（ＤＡＲＴ）等先端津波観測技術情報等、国の持つ科学

的知見を活用する。  
 

      (5) 専門家・防災研究機関等との連携  

    ①   専門的な知見・各種研究成果の活用  

   防災に関する専門家、研究機関等の知見や各種研究成果を災害対策に役立

てるとともに、平常時から専門家等とのネットワークを構築する。  
 

②  士業団体との協定の締結  

   広域の建築士・弁護士等の士業団体と協定を締結するなどにより、災害時

に、一定の資格を有する者等の被災府県への派遣が行われる仕組みを構築す

る。  
 

(6) 企業・ボランティア等との連携  

    ①  企業等との協力・連携  

企業・業界団体との意見交換や協定を締結するなどにより、災害時等にお

いて、企業・業界団体との協力が得られる仕組みを構築する。  
 

企業・業界団体  連携内容  

倉庫業者・宅配業者  救援物資の集積・配送  

④  人的・物的資源の情報共有の推進  

     職種別人員の状況、救援物資及び資機材等の保有状況に関する資料を定期

的に交換することにより、人的・物的資源に関する情報を共有する。  
 

⑤  災害廃棄物処理の情報共有等の推進  
     廃 棄 物 処 理 施 設 や が れ き の 仮 置 場 と し て 利 用 可 能 な 土 地 等 に 関 す る 情報

の共有など、平時からの連携を推進する。  
 

(2) 広域連合内における調整  

・  ドクターヘリ派遣、救護班等派遣支援  
・  風評被害対策、被災地への集客促進  
・  広域周遊中の観光客被害情報収集・発信  
・  直接、間接の被災企業に対する支援   
・ 災害廃棄物の処理支援  など  

 
 

  (3) 他の広域ブロック等との応援協定  

連携県や隣接ブロック等との相互応援協定を締結すること等により、災害が

発生した場合の応援体制を整備する。   
①   連携県  

  福 井 県 及 び 三 重 県 と の 相 互 応 援 協 定 及 び 鳥 取 県 と の 相 互 応 援 の 覚 書 を 締

結することにより、福井県、三重県及び鳥取県で災害が発生した場合、さら

に、広域連合構成府県で災害が発生した場合の応援・受援体制を整備する。  
②   隣接ブロック  

救援物資、応援要員及び広域避難等に関する応援・受援が迅速に実施でき

る よ う 全 国 知 事 会 と も 連 携 を と り な が ら 隣 接 ブ ロ ッ ク で あ る 中 国 及 び 四 国

地域と相互応援協定を締結するとともに、中部地域との相互応援協定につい

ても検討を進める。  
 

③   遠隔ブロック  

  大規模広域災害では、隣接ブロックも被災し、応援を求めることが困難な

場合もあることから、全国知事会とも連携をとりながら遠隔ブロックである

九州地域等と相互応援協定の締結を行うとともに、その他の遠隔ブロックと

の相互応援協定についても検討を進める。  
  

④  全国都道府県  

     「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」により、全国

都道府県間の相互応援体制を確保する。なお、広域防災局は、全国知事会の

近畿ブロックの幹事県の役割を担い、近畿からの応援、近畿への応援につい

て調整を行う。  
     また、全国知事会が行う全国都道府県の災害時応援調整について、カウン

ターパート方式等の応援方式を迅速にとれるよう働きかける。  
 

(4) 国との連携  

関係省庁等との緊密な連携のもと、迅速に災害対応が実施できる体制を構築す

るとともに、国の持つ科学的知見を活用しながら災害に備える。  

①  関係省庁等との連携  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
広 域 連 合 残

れ ま で の 取

組に更新  
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 民 間 賃 貸
住宅・企業（社宅）  避難所、仮設住宅の提供  

空港・港湾管理者・海運・ 
航空事業者  

物資（集積・輸送）、要員（派遣・輸送）、広域
避難  

鉄道・バス事業者  避難者・帰宅困難者・支援者の輸送  

コンビニ・外食事業者  帰宅困難者支援  

大規模店舗・集客施設  帰宅困難者の収容  
高 速 道 路 会 社 ・ 鉄 道 事 業
者・地下街会社  津波避難対策  

建設・建築事業者  
道路、交通施設及び公共土木施設等の復旧・復
興仮設住宅の仕様の検討  
 

石油取扱事業者  石油類燃料の優先供給  

報道機関  災害報道のあり方の検討、防災知識の普及啓発  

 
 

②   迅速なボランティア受入体制確立に向けた連携  

   大規模広域災害発生時には、被災地において災害ボランティアのニーズが

生じることとなるため、それらのニーズに迅速に対応できるよう、構成府県

は平常時から各府県の社会福祉協議会、ボランティア・ＮＰＯとの連携体制

を確立する。  
 

＜構成府県が府県社会福祉協議会・ NPO 等と平常時から連携する取組例＞  
 

取り組み例  内  容  
災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ

ン タ ー 立 ち 上 げ マ ニ

ュ ア ル の 作 成 ・ 更 新

等  

災害発生時に、迅速に災害ボランティアセンターが

立ち上げられるようマニュアルの作成・更新を進め

るとともに、防災訓練等に合わせ、立ち上げ訓練等

を実施する。  
災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ

ン タ ー に 関 わ る ネ ッ

トワーク化の推進  

府県により、災害ボランティア所管の部署も異なる

ことから、各府県の防災部局・ボランティア所管課、

各 府 県 社 会 福 祉 協 議 会 の 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 所 管 部

署、NPO、企業及び生活協同組合等が平常時から定

期的に意見交換できる場を設ける。  
ボ ラ ン テ ィ ア イ ン フ

ォ メ ー シ ョ ン セ ン タ

ー 設 置 に 向 け た 交 通

事業者との連携  

ボランティアに対して、情報発信を行うボランティ

アインフォメーションセンターを設置できるような

場所を事前選定し、高速道路会社や鉄道事業者の主

要駅等に設置するための連携を図る。  

 

 

 

 

 

    ア）中央省庁との連携  
災害発生時に国や国の現地対策本部に対して、関西圏域を超えて必要と

な る 救 援 物 資 や 要 員 の 派 遣 等 の 支 援 要 請 が 迅 速 か つ 的 確 に 実 施 で き るよ

う情報連絡体制を整備する。  
また、必要に応じて制度運用の改善や財源の確保等について国に提案す

る。  
 

イ）国出先機関との連携  
災害発生時に地方整備局など国の出先機関に対して、緊急災害対策派遣

隊（ TEC-FORCE）等の派遣要請や輸送手段の確保などの支援要請が迅速

かつ的確に実施できるよう情報連絡体制を整備する。  
 

ウ）広域実動機関との連携  
災害発生時に迅速な災害対応を行うため、消防、警察、自衛隊及び海上

保 安 庁 の 部 隊 等 の 派 遣 要 請 が 迅 速 か つ 的 確 に 実 施 で き る よ う 情 報 連 絡体

制を整備するとともに、平素から緊密な連携を図る。  
       

②  科学的知見の活用  

      国が実施する津波被害想定や地震・津波観測監視システム（ＤＯＮＥＴ）、

海底津波計システム（ＤＡＲＴ）等先端津波観測技術情報等、国の持つ科学

的知見を活用する。  
 

      (5) 専門家・防災研究機関等との連携  

    ①   専門的な知見・各種研究成果の活用  

   防災に関する専門家、研究機関等の知見や各種研究成果を災害対策に役立

てるとともに、平常時から専門家等とのネットワークを構築する。  
 

④②   士業団体との協定の締結  

   広域の建築士・弁護士等の士業団体と協定を締結するなどにより、災害時

に、一定の資格を有する者等の被災府県への派遣が行われる仕組みを構築す

る。  
 

(6) 企業・ボランティア等との連携  

    ①  企業等との協力・連携  

企業・業界団体との意見交換や協定を締結するなどにより、災害時等にお

いて、企業・業界団体との協力が得られる仕組みを構築する。  
 

    （協定締結など企業・業界団体との連携状況）  
企業・業界団体  連携内容  

倉庫業者・宅配業者  救援物資の集積・配送  
物 資 メ ー カ ー 、 流 通 事 業
者  

救援物資の提供・調達  
 

宅建業協会、不動産協会、
賃貸住宅経営協会等  

民間賃貸住宅の被災者への提供  
 

 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

 

 

 

 

 

【参考】災害ボランティアセンターの設置運営方式  
災害 ボラ ンテ ィア セ ンタ ーの 立ち 上げ及 び運営 にあ たっ ては 、自治 体 に

より様々な方式で行われているが、ここでは、３つの事例を示す。  
区  分  内  容  

行政主導型  
 

府県・市町村が中心となって災害ボランティアセンタ

ーの設置・運営を行う。  
社 会 福 祉 協 議 会

主導型  
社 会 福 祉 協 議 会 が 中 心 と な っ て 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ

ンターの設置・運営を行う。  

協 働 プ ラ ッ ト フ

ォーム型  
ボランティア団体、 NPO 等が協働で災害ボランティ

アセンターの設置・運営を行う。  
 

 

２  防災・減災事業の展開  

  広域連合は、関西が高いポテンシャルを有している技術やノウハウも活用しなが

ら、災害による被害の発生の防止及び被害の軽減を行う先導的な防災・減災事業を

実施する。  
当初の３年間（平成 24 年度から 26 年度）は、災害対応の仕組みづくりや人的

被害の軽減に資する事業を優先的に実施する。  
 
 

(1)  災害対応体制の整備  

①  関西広域応援・受援実施要綱の作成  

広域連合は、大規模広域災害発生時において、広域連合等が行う広域応援・

受援の具体的な手順を取りまとめた関西広域応援・受援実施要綱を作成する。

この要綱は、災害対応や広域応援訓練等の成果を踏まえ、適宜見直しを行う。 
  

 

②   緊急派遣体制の整備  

広域連合は、大規模広域災害発生時において、応援の必要性についての情報

収集のための緊急派遣チーム、応援決定後の被災府県等の支援ニーズの把握等

のための現地支援本部の設置等を迅速に実施できるよう、緊急派遣体制を整備

する。  
 

  ア  緊急派遣チーム（先遣隊）の編成  

広域連合及び構成府県は、応援の必要性について判断する情報を収集する

ため、災害時に必要に応じて被災府県へ派遣する緊急派遣チーム（先遣隊）

を予め編成する。  
       

海 運 ・ ヘ リ コ プ タ ー 運 航
事業者  

緊急災害時の緊急輸送  
 

バス事業者  広域避難の輸送  

コンビニ・外食事業者  帰宅困難者支援  

ゴルフ事業者  緊急災害時の飲料水・食事の提供  
ライオンズクラブ  緊急災害時のボランティア支援  
日 本 青 年 会 議 所 近 畿 地 区
協議会  

物的・人的支援、資機材の提供  
 

 

 

 

②  ②   迅速なボランティア受入体制確立に向けた連携  

   大規模広域災害発生時には、被災地において災害ボランティアのニーズが

生じることとなるため、それらのニーズに迅速に対応できるよう、構成構団

体成府県は平常時から各府県の社会福祉協議会、ボランティア・ＮＰＯとの

連携体制を確立する。  
 

＜構成府県が府県社会福祉協議会・ NPO 等と平常時から連携する取組例＞  
 

取組例  内  容  
災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ

ン タ ー 立 ち 上 げ マ ニ

ュ ア ル の 作 成 ・ 更 新

等  

災害発生時に、迅速に災害ボランティアセンターが

立ち上げられるようマニュアルの作成・更新を進め

るとともに、防災訓練等に合わせ、立ち上げ訓練等

を実施する。  
災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ

ン タ ー に 関 わ る ネ ッ

トワーク化の推進  

府県により、災害ボランティア所管の部署も異なる

ことから、各府県の防災部局・ボランティア所管課、

各 府 県 社 会 福 祉 協 議 会 の 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 所 管 部

署、NPO、企業及び生活協同組合等が平常時から定

期的に意見交換できる場を設ける。  
ボ ラ ン テ ィ ア イ ン フ

ォ メ ー シ ョ ン セ ン タ

ー 設 置 に 向 け た 交 通

事業者との連携  

ボランティアに対して、情報発信を行うボランティ

アインフォメーションセンターを設置できるような

場所を事前選定し、高速道路会社や鉄道事業者の主

要駅等に設置するための連携を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
今 後 の 事 業

展 開 の 方 針

を記載  
 
 
 
今 後 の 事 業

展 開 の 方 針

を記載  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
南 海 ト ラ フ

応 急 対 応 マ

ニ ュ ア ル 内

容を記載  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
広 域 連 合 の

新 た な 取 組
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      イ  現地支援本部（府県庁）・現地連絡所（被災市町村）設置・運営要領の作

成  

広域連合は、大規模広域災害時に被災府県庁内等に設置する現地支援本部

及 び 被 災 市 町 村 役 場 内 等 に 設 置 す る 市 町 村 現 地 連 絡 所 の 設 置 及 び 運 営 に 関

する要領を作成する。  
 

ウ  緊急派遣チーム（先遣隊）の受入体制の整備  

構成府県は、緊急派遣チーム受入がスムーズに進むよう、受入体制を整え

る。  

 

③  救援物資の備蓄、集積・配送体制の構築  

広域連合は、災害発生時に必要となる食料等救援物資の備蓄、集積・配送体

制を整備する。  
 
ア  物資集積・配送マニュアルの策定  

広域連合は、大規模広域災害発生時において、構成府県や全国から送付さ

れる物資の受入れ、迅速な仕分け、輸送手段・ルート等の確保の手法等を定

めた物資集積・配送マニュアルを策定する。  

  併せて、倉庫、トラック等の事業者など民間のノウハウや施設などを活用

できる仕組み、さらにボランティア・ＮＰＯとの連携についても検討を行う。 

  また、輸送ルートの確保に関しては、救援物資のみならず応援要員の派遣

や避難者の搬送も含め、陸上輸送ルートが確保できない場合の代替ルートと

して、海運・航空事業者、空港・港湾管理者と緊急輸送にかかる協定の締結

や自衛隊や海上保安庁と調整を行うなど海路・空路を活用した輸送ルートの

確保を図る。  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ  備蓄計画の策定  

 

【参考】災害ボランティアセンターの設置運営方式  
災害 ボラ ンテ ィア セ ンタ ーの 立ち 上げ及 び運営 にあ たっ ては 、自治 体 に

より様々な方式で行われているが、ここでは、３つの事例を示す。  
区  分  内  容  

行政主導型  
 

府県・市町村が中心となって災害ボランティアセンタ

ーの設置・運営を行う。  
社 会 福 祉 協 議 会

主導型  
社 会 福 祉 協 議 会 が 中 心 と な っ て 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ

ンターの設置・運営を行う。  

協 働 プ ラ ッ ト フ

ォーム型  
ボランティア団体、 NPO 等が協働で災害ボランティ

アセンターの設置・運営を行う。  
 

 

２  防災・減災事業の展開  

  広域連合は、関西が高いポテンシャルを有している技術やノウハウも活用しなが

ら、災害による被害の発生の防止及び被害の軽減を行う先導的な防災・減災事業を

実施する。  
平成 29 年度から 31 年度の３年間は、南海トラフ地震応急対応マニュアル等こ

れまでに制定した災害対応の仕組みの充実やフォローアップを重点的に実施する。 
 

(1)  災害対応体制の整備  

①  関西広域応援・受援実施要綱の作成  

広域連合は、大規模広域災害発生時において、広域連合等が行う広域応援・

受援の具体的な手順を取りまとめた関西広域応援・受援実施要綱を作成する。

この要綱は、災害対応や広域応援訓練等の成果を踏まえ、適宜見直しを行う。 
  

②   緊急派遣体制の整備  

広域連合は、大規模広域災害発生時において、応援の必要性についての情報

収集のための緊急派遣チーム、応援決定後の被災府県等の支援ニーズの把握等

のための現地支援本部の設置等を迅速に実施できるよう、緊急派遣体制を整備

する。  
 

  ア  緊急派遣チーム（先遣隊）の編成  

広域連合、構成団体及び連携県は、応援の必要性について判断する情報を

収 集 す る た め 、 災 害 時 に 必 要 に 応 じ て 被 災 府 県 へ 派 遣 す る 緊 急 派 遣 チ ー ム

（先遣隊）を予め編成する。  
（参考）南海トラフ地震応急対応マニュアルに定める暫定の組み合わせ  

被災府県  派遣予定府県  
三重県  福井県  

和歌山県  滋賀県  
徳島県  鳥取県  

 

を記載  
意 見 を 踏 ま

え、修正  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
緊 急 物 資 円

滑 供 給 シ ス

テ ム の 内 容

を追記  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
熊 本 地 震 を

踏 ま え 、 記

載 内 容 を 一

部修正  
 



 

- 19 - 
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広域連合は、大規模広域災害発生時における関西全体の備蓄の基本的な考

え方、必要備蓄物資の品目、備蓄量、備蓄場所等を定めた計画を策定する。 
  併せて、仮設シャワーや空調設備、各種燃料類や医薬品など備蓄になじま

ない物資について、企業や業界団体等との協定に基づく流通備蓄の活用等を

検討する。  
 

④  被災行政支援体制の整備  

   大規模広域災害発生時には、津波災害等により庁舎が被災するなどした被災

市町村は、行政機能の大幅な低下により、膨大な災害対応事務の発生に対応し

きれない場合がある。  
このため、構成府県において、その支援体制の整備を進める。  
 
 
項   目  内    容  

① 被 災 市 町 村

の 被 害 状 況

に 応 じ た 支

援 体 制 の 確

保  
 
 
 
 
 
 

・構成府県は、被災市町村の被災程度に応じて、管内市町村

の理解と協力を得て、応援する分野、人数を確保し、応援

体制を確保できるように努める。  
（標準的チームの構成例：各 人 が 特 定 の 役 割 を 持 つ 全 体 と し て １

つ の チ ー ム ）  
・総括・情報収集担当・ロジスティク担当（チーム員の業務・

生活のサポート）・保健衛生担当・がれき処理担当・住宅

担当・仮設住宅運営支援担当・市町村機能支援（各種証明

書等発行、課税業務、家屋被害認定等）担当など  
（行政事務分野別チームの種類：特 定 行 政 分 野 ご と 複 数 名 で 構

成 す る チ ー ム ）  
・応急危険度判定、家屋被害認定、健康相談、栄養相談、こ

ころのケア、がれき処理、廃棄物処理など  

  

② 市 町 村 に お

け る カ ウ ン

タ ー パ ー ト

方 式 の 呼 び

かけ  

・東日本大震災において、市町村レベルのカウンターパート

方 式 に よ る 応 援 （ 非 被 災 市 町 村 が 特 定 の 被 災 市 町 村 を 応

援）が有効であったことを踏まえ、構成府県は、管内市町

村に同方式による応援について呼びかける。  
 
（応援分野例）  
・救援物資などの物的支援、避難所運営、がれき処理、被災

者健康相談・避難所衛生対策、被災家屋所有者確認、家屋

被害認定、罹災証明発行、被災住宅応急修理、税務、生活

再建支援金、義援金、災害弔慰金、仮設住宅入居、遺体安

置所などの業務  
 

      イ  現地支援本部（府県庁）・現地連絡所（被災市町村）設置・運営要領の作

成  

広域連合は、大規模広域災害時に被災府県庁内等に設置する現地支援本部

及 び 被 災 市 町 村 役 場 内 等 に 設 置 す る 市 町 村 現 地 連 絡 所 の 設 置 及 び 運 営 に 関

する要領を作成する。  
 

ウ  緊急派遣チーム（先遣隊）の受入体制の整備  

構成構団体成府県は、緊急派遣チーム受入がスムーズに進むよう、受入体

制を整える。  

 

③  救援物資の備蓄、集積・配送体制の構築  

広域連合は、災害発生時に必要となる食料等救援物資の備蓄、集積・配送体

制を整備する。  
 
ア  緊急物資円滑供給システムの運用  

国は、大規模広域災害発生時に支援要請には基づかずプッシュ型支援を展開す

る。  

広域連合は、大規模広域災害発生時において、被災した自治体からの要請

を 待 た ず に 被 災 地 に 緊 急 輸 送 す る プ ッ シ ュ 型 支 援 に よ る 物 資 及 び 構 成 団 体

や全国から送付される物資を被災者に迅速に届けるため、緊急物資円滑供給

システムの運用を図る。  

  併せて、倉庫、トラック等の事業者など民間のノウハウや施設などを活用

できるよう関西災害時物資供給協議会を通じ設立し、行政、企業の緩やかな

連携体制を構築し、大規模災害時に物資円滑供給システムが機能するよう平

時から体制構築に取り組む。  

  また、輸送ルートの確保に関しては、救援物資のみならず応援要員の派遣

や避難者の搬送も含め、陸上輸送ルートが確保できない場合の代替ルートと

して、海運・航空事業者、空港・港湾管理者と緊急輸送にかかる協定の締結

や自衛隊や海上保安庁と調整を行うなど海路・空路を活用した輸送ルートの

確保を図る。  
 
イ  基幹的物資拠点（ 0 次拠点）の設定  

広域連合は、被災府県の広域物資拠点が被災により、使用不能に陥った

場合 、又 は、 広域 防 災拠 点が 不足 する 場 合に 、府 県域 を超 え 、被 災し た 広

域物 資拠 点の 機能 を 補完 する ため 、大 規 模か つ物 流機 能が 充 実し てい る 施

設及び民間物流拠点を基幹的物資拠点（以下、「 0 次拠点」という。）として

位置づける。  
広域連合は、 0 次拠点の候補地として、三木総合防災公園（兵庫県）及

び山 城総 合運 動公 園 （京 都府 ）を 選定 し 、０ 次拠 点を 設置 す ると きの 手 順

をま とめ た「 基幹 的 物資 拠点 （０ 次拠 点 ）運 用マ ニュ アル 」 の作 成を 検 討

する。  
広域連合及び各構成団体は、関西広域応援訓練等により 0 次拠点の設置

手順等の確認・検証を行い、緊急物資を円滑に供給する能力向上を図る。  
ウ  備蓄計画の策定  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
広 域 環 境 保

全 局 の 意 見

反映  
 
 
 
 
 
 
広 域 環 境 保

全 局 の 意 見

反映  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
構 成 団 体 の
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⑤  広域避難体制の整備  

   大規模広域災害発生時には、多数の避難者が生じ、被災府県内の避難所で収

容できない場合がある。また、津波災害などの状況によっては、避難が長期化

する可能性があり、被災地においては、ライフラインの途絶やプライバシーが

保持しにくい状態など厳しい避難生活が長引くことが想定される。  
このため、府県域を越えた避難が迅速になされるよう、構成府県は管内市町

村の協力を得ながら準備に努める。  
また、入院患者や施設入所者の受け入れ先の確保を進めるなどの災害時要援

護者避難支援対策を推進する。  
 

ア  公営住宅等の空き室状況の把握  

構成府県は、災害時に被災者の公営住宅等への一時入居が迅速に図られる

よう、管内の公営住宅、府県・市町村職員住宅等の空き状況を把握できるし

くみを整備する。  
広域連合は、広域避難のための調整ができるよう、都市再生機構住宅（ UR

住宅）及び国家公務員宿舎等について、その空き室情報を一括して把握する

しくみを整備するとともに、構成府県が調査した公営住宅等の空き状況をと

りまとめることができるよう構成府県と調整する。  
 

イ  旅館・ホテル・不動産協会等との連携  

広域連合は、構成府県と連携して旅館・ホテル・不動産協会等との災害時

の避難場所としての住宅供給に関する協定の締結など連携に努める。  
  
   ウ  災害時要援護者の避難支援  

      構成府県は、市町村が平常時から災害時要援護者支援を担う自主防災組

織や民生委員等との間で要援護者名簿を共有するとともに、避難支援プラ

ン（全体計画）及び要援護者一人ひとりのプラン（個別計画）を策定する

よう働きかける。あわせて、避難先での生活への配慮が行き届くよう備え

の充実を促す。また、社会福祉施設等において避難計画の作成や避難訓練

が実施されるよう働きかける。  
さらに、構成府県は、被災地からの入院患者や施設入所者を受け入れら

れるよう、受入病院や社会福祉施設を把握し確保できる準備を事前に整え

る。  
 

⑥  帰宅困難者支援体制の整備  

広域連合は、大規模広域災害が発生し、交通機関の運行が停止した際に、帰

宅 が 困 難 に な っ た 住 民 を 支 援 す る た め 、 平 常 時 か ら 必 要 な 情 報 の 共 有 化 を 図

り、災害時に適切かつ迅速な対応がとれるよう体制整備を図る。  
 

ア  基本方針  

帰 宅 困 難 者 が 一 斉 に 徒 歩 帰 宅 を 開 始 し た 場 合 、 混 雑 に よ る 集 団 転 倒 や火

災、沿道建物からの落下物等により死傷する可能性があるとともに、救助・

救 急 活 動 や 緊 急 輸 送 活 動 な ど の 応 急 対 策 活 動 が 妨 げ ら れ る お そ れ も あ る こ

とから、広域連合は、構成府県及び連携県と連携して、一斉徒歩帰宅者の発

生を抑制するため、「むやみに移動を開始しない」という基本原則（「首都直

下地震避難対策等専門調査会報告」中央防災会議  平成 20 年 10 月）を周

広域連合は、大規模広域災害発生時における関西全体の備蓄の基本的な考

え方、必要備蓄物資の品目、備蓄量、備蓄場所等を定めた計画を策定する。 
  併せて、仮設シャワーや空調設備、各種燃料類や医薬品など備蓄になじま

ない物資について、企業や業界団体等との協定に基づく流通備蓄の活用等を

検討する。  
 

④  被災行政支援体制の整備  

   大規模広域災害発生時には、津波災害等により庁舎が被災するなどした被災

市町村は、行政機能の大幅な低下により、膨大な災害対応事務の発生に対応し

きれない場合がある。  
このため、構成府県において、その支援体制の整備を進める。  

項   目  内    容  
① 被 災 市 町 村

の 被 害 状 況

に 応 じ た 支

援 体 制 の 確

保  
 
 
 
 
 
 

・構成府県は、被災市町村の被災程度に応じて、管内市町村の理解

と協力を得て、応援する分野、人数を確保し、応援体制を確保で

きるように努める。  
【支援チーム（※）の構成例】  
※ 行 政 の 機 能 回 復 に 向 け 、支 援 ア ド バ イ ス を 行 う 人 員 で １ つ の チ ー ム を 構 成  
総括  

情報収集担当  
ロジスティク担当（チーム員の業務・生活のサポート）  
教育支援担当  
保健・医療・福祉担当  
災害廃棄物処理担当  
ボランティア統括担当  
仮設住宅支援担当  
市町村機能支援 （ 避 難 所 運 営 、 家 屋 被 害 認 定 等 、 証 明 書 等 発 行 ） 担当  

            など  
【行政事務分野別業務支援（※）の種類】  

※特 定 行 政 分 野 の 個 別 業 務 支 援  
・応急危険度判定         ・家屋被害認定  
・健康相談               ・栄養相談  
・こころのケア           ・災害廃棄物処理      など  

② 市 町 村 に お

け る カ ウ ン

タ ー パ ー ト

方 式 の 呼 び

かけ  

・東日本大震災において、市町村レベルのカウンターパート方式に

よる応援（非被災市町村が特定の被災市町村を応援）が有効であ

ったことを踏まえ、構成府県は、管内市町村に同方式による応援

について呼びかける。  
 
（応援分野例）  
・救援物資などの物的支援、避難所運営、災害廃棄物処理、被災者

健康相談・避難所衛生対策、被災家屋所有者確認、家屋被害認定、

罹災証明発行、被災住宅応急修理、税務、生活再建支援金、義援

金、災害弔慰金、仮設住宅入居、遺体安置所などの業務  

 

変更  
構 成 府 県 の

変更  
 
 
 
 
H25 災 害 対

策 基 本 法 改

正 に 基 づ く

変更  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
修 正 意 見 反

映  
 
修 正 意 見 反

映  
 
修 正 意 見 反

映  
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
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知徹底する。  
また、助ける側になって可能な範囲で地域における「共助」の活動を促進

するとともに、帰宅者が無事に帰ることができるように、代替輸送の調整や

コンビニエンスストア等の協力を得て、トイレ、水道水等の提供など徒歩帰

宅支援を行う。  
  
 
  
 
  
 

イ  道路・鉄道情報共有のしくみの確立と啓発  

広域連合は、構成府県及び連携県と連携して主要幹線道路の情報・鉄道の

運行状況を関係機関で情報共有するしくみを確立するとともに、府県民にこ

れらの情報入手方法についての普及啓発を図る。  
 
 

ウ  支援情報等の提供方策の検討  

広域連合は、構成府県及び連携県と連携して災害時帰宅支援ステーション

などの支援情報や交通情報等をエリアメール、ホームページや携帯サイトな

どを活用して府県民に対し、提供するしくみについて検討を進める。  
 

エ  災害時帰宅支援ステーション事業の推進  

広域連合は、構成府県及び連携県と連携して災害時に帰宅困難者を支援す

るため、コンビニエンスストアや外食店において水道水やトイレ及び通行可

能な道路情報を提供する「災害時帰宅支援ステーション事業」を推進し、帰

宅困難者支援体制を充実する。  
また、構成府県及び連携県は、災害時に災害時帰宅支援ステーションが利

用できるよう、訓練等を通じた徒歩帰宅者の支援体制を充実する。  
 

オ  帰宅困難者対策の普及・啓発活動  

災害発生直後、企業等では、従業員等がむやみに移動を開始して二次災害

が発生することを防止するため、従業員等を留めおくことなどを行う必要が

ある。このため、広域連合は構成府県及び連携県と連携して、以下のことに

ついて普及啓発を行う。  

・  むやみに移動を開始することは避ける  
・  徒歩帰宅に必要な装備の準備、家族との連絡手段、徒歩帰宅ルートの確

認  
・  災害用伝言ダイヤルの活用、携帯電話災害用伝言板、 Web171 等複数の

安否確認手段があること  
・  企業等における災害時の行動計画の策定  
・  これらを確認するための訓練による検証  

 
カ  事業所等への要請  

広域連合は、構成府県及び連携県と連携して事業所に対して、交通機関の

運行が停止した際に従業員を待機させること、及び建物の耐震化、備蓄など

について働きかける。  
  また、帰宅困難者を収容するため、大規模店舗及び大学等に協力を求め、

協定の締結を検討する。  

⑤  広域避難体制の整備  

   大規模広域災害発生時には、多数の避難者が生じ、被災府県内の避難所で収

容できない場合がある。また、津波災害などの状況によっては、避難が長期化

する可能性があり、被災地においては、ライフラインの途絶やプライバシーが

保持しにくい状態など厳しい避難生活が長引くことが想定される。  
このため、府県域を越えた避難が迅速になされるよう、構成府県は管内市町

村の協力を得ながら準備に努める。  
また、入院患者や施設入所者の受け入れ先の確保を進めるなどの災害時要援

護者避難支援対策を推進する。  
 

ア  公営住宅等の空き室状況の把握  

構成団体府県等は、災害時に被災者の公営住宅等への一時入居が迅速に図

られるよう、管内の公営住宅、府県・市町村職員住宅等の空き状況を把握で

きる仕組みを整備する。  
広域連合は、広域避難のための調整ができるよう、都市再生機構住宅（ UR

住宅）及び国家公務員宿舎等について、その空き室情報を一括して把握する

仕組みを整備するとともに、構成団体府県が調査した公営住宅等の空き状況

をとりまとめることができるよう構成団体府県と調整する。  
 

イ  旅館・ホテル・不動産協会等との連携  

広域連合は、構成団体府県と連携して旅館・ホテル・不動産協会等との災

害時の避難場所としての住宅供給に関する協定の締結など連携に努める。  
  
   ウ  避難行動要支援者の避難支援  

      構成府県は、市町村が平常時から避難行動要支援者の支援を担う自主防

災組織や民生委員等との間で要支援者名簿を共有するとともに、避難支援

プラン（全体計画）及び要支援者一人ひとりのプラン（個別計画）を策定

するよう働きかける。あわせて、避難先での生活への配慮が行き届くよう

備えの充実を促す。また、社会福祉施設等において避難計画の作成や避難

訓練が実施されるよう働きかける。  
さらに、構成団体府県は、被災地からの入院患者や施設入所者を受け入

れられるよう、受入病院や社会福祉施設を把握し確保できる準備を事前に

整える。  
 

⑥  帰宅困難者支援体制の整備  

広域連合は、大規模広域災害が発生し、交通機関の運行が停止した際に、帰

宅 が 困 難 に な っ た 住 民 を 支 援 す る た め 、 平 常 時 か ら 必 要 な 情 報 の 共 有 化 を 図

り、災害時に適切かつ迅速な対応がとれるよう体制整備を図る。  
 

ア  基本方針  

帰 宅 困 難 者 が 一 斉 に 徒 歩 帰 宅 を 開 始 し た 場 合 、 混 雑 に よ る 集 団 転 倒 や火

災、沿道建物からの落下物等により死傷する可能性があるとともに、救助・

救 急 活 動 や 緊 急 輸 送 活 動 な ど の 応 急 対 策 活 動 が 妨 げ ら れ る お そ れ も あ る こ

とから、広域連合は、構成団体構成府県等及び連携県と連携して、一斉徒歩

帰宅者の発生を抑制するため、「むやみに移動を開始しない」という基本原

則を周知徹底する。  
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キ  観光客等への支援  

広 域 連 合 は 、 構 成 府 県 及 び 連 携 県 と 連 携 し て 観 光 協 会 、 旅 行 会 社 や ホテ

ル・旅館業者等と共に、観光客等に災害時の的確な行動について周知・広報

に努める。  
ま た 、 観 光 客 へ の 情 報 提 供 や 安 全 な 場 所 へ の 誘 導 等 を 円 滑 に 実 施 す るた

め、広域連合は構成府県及び連携県と連携し、ホテル・旅館業者及び旅行社

との間で協定を締結するなど連携体制を整備する。  
さらに、外国人観光客に適切な情報を提供するため、広域連合は構成府県

及び連携県と連携し、外国人支援を行う NPO や語学ボランティアの協力を

得る仕組みの構築に努める。  
 

(2)  訓練・研修の実施  

①   広域応援訓練の実施  

広域連合は、関西が一体となって大規模広域災害に対処する体制を強化する

ため、大規模広域災害を想定し、近畿府県合同防災訓練と連携して、構成府県、

連携県、関係機関等が参加する広域応援訓練を実施する。  
○  訓練の内容  

    広域連合災害対策本部事務局の立ち上げ・運営訓練、同災害対策本部設置

運営訓練、構成府県の応援・受援訓練、国の現地対策本部との連携訓練  等  
 

  ②  防災分野の人材育成  

   広域連合は、構成府県の防災担当職員の災害対応能力の向上を図るため、専

門的な研修を行う他、構成府県主催の研修や人と防災未来センター（所在地：

神戸市）等研究・研修機関が実施する研修への参加を促す。  
    

ア  広域連合共通研修の実施  

構成府県防災部局職員等を対象に、共通の課題についての研修を、構成府

県持ち回りにより共同実施する。  
《実施研修》  

・  防災部局職員基礎研修  
・  災害救助法実務担当者研修  
・  家屋被害認定研修  等    
 

イ  構成府県主催研修への他府県職員の参加  

構成府県の主催研修について、可能な限り他の府県職員が参加できるよう

配慮する。  
 

ウ  人と防災未来センターで実施する災害対策専門研修への積極的な参加  

人 と 防 災 未 来 セ ン タ ー で 実 施 し て い る 階 層 別 の 専 門 研 修 へ の 積 極 的 な参

加を促し、構成府県内市町村職員を含めた防災担当職員のスキルアップを図

る。  
《実施研修》  

・  災害対策専門研修 (トップフォーラム )  
・  災害対策専門研修 (マネジメントコース・ベーシック )  

また、助ける側として可能な範囲で地域における「共助」の活動を促進す

るとともに、帰宅者が無事に帰ることができるように、代替輸送の調整やコ

ンビニエンスストア等の協力を得て、トイレ、水道水等の提供など徒歩帰宅

支援を行う。  
さらに鉄道の代替として、バス、船舶による輸送が円滑に実施できるよう、

関係機関との情報伝達や運行調整などを行う枠組の構築を図る。  
なお、具体的な対策については、広域連合や構成団体、連携県、事業者及

び 関 係 機 関 が 連 携 し て 検 討 を 行 い 、 帰 宅 支 援 の ガ イ ド ラ イ ン を 作 成 す る な

ど、実効性のある帰宅困難者支援の仕組みづくりを行う。  
 

イ  道路・鉄道情報共有の仕組みの確立と啓発  

広域連合は、構成団体府県及び連携県と連携して主要幹線道路の情報・鉄

道の運行状況を関係機関で情報共有する仕組みを確立するとともに、府県民

にこれらの情報入手方法についての普及啓発を図る。  
 

ウ  災害時帰宅支援ステーション事業の推進  

広域連合は、構成団体府県及び連携県と連携して災害時に帰宅困難者を支

援するため、コンビニエンスストアや外食店において水道水やトイレ及び通

行可能な道路情報を提供する「災害時帰宅支援ステーション事業」を推進し、

帰宅困難者支援体制を充実する。  
また、構成団体府県等及び連携県は、災害時に災害時帰宅支援ステーショ

ンが利用できるよう、訓練等を通じた徒歩帰宅者の支援体制を充実する。  
 

エ  支援情報等の提供方策の検討  

広域連合は、構成団体府県及び連携県と連携して災害時帰宅支援ステーシ

ョンなどの支援情報や交通情報等をエリアメール、ホームページや携帯サイ

トなどを活用して府県民に対し、提供する仕組みについて検討を進める。  
  

オ  帰宅困難者対策の普及・啓発活動  

災害発生直後、企業等では、従業員等がむやみに移動を開始して二次災害

が発生することを防止するため、従業員等を留めおくことなどを行う必要が

ある。このため、広域連合は構成構団体成府県等及び連携県と連携して、以

下のことについて普及啓発を行う。  

・  むやみに移動を開始することは避ける  
・  徒歩帰宅に必要な装備の準備、家族との連絡手段、徒歩帰宅ルートの確

認  
・  災害用伝言ダイヤルの活用、携帯電話災害用伝言板、 Web171 等複数の

安否確認手段があること  
・  企業等における災害時の行動計画の策定  
・  これらを確認するための訓練による検証  

 
カ  事業所等への要請  

広域連合は、構成団体府県等及び連携県と連携して事業所に対して、交通

機関の運行が停止した際に従業員を待機させること、及び建物の耐震化、備

蓄などについて働きかける。  
  また、帰宅困難者を収容するため、大規模店舗及び大学等に協力を求め、
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・  災害対策専門研修 (マネジメントコース・エキスパート )  
・  災害対策専門研修 (マネジメントコース・アドバンスト )  
・  災害対策専門研修 (特設 )  

(3)  津波災害対策の推進  

津波被害による避難が適切になされるよう、広域連合及び構成府県は、次の対

策を実施する。  
①  津波避難ビルの指定  

構成府県は、必要に応じて、市町村に津波の緊急避難場所となる津波避難

ビルを指定するように働きかける。また、構成府県は府県営住宅や学校校舎

などの府県有施設の指定に積極的に協力する。  
 
②  高架鉄道駅・高速道路の活用  

広域連合は、構成府県と連携して津波発生時に、平野部などで高台がない

場合などに、高架鉄道駅や高速道路のパーキングエリア等を避難場所として

活用することについて関係事業者と協議を進める。  
 

③  地下街・地下鉄避難対策の推進  

広域連合は、構成府県と連携して津波発生時に浸水の可能性のある地下街

や地下鉄について、関係市町村とともに、事業者が地下街・地下鉄利用者等

の 避 難 誘 導 を 適 切 に 行 う こ と を 定 め た マ ニ ュ ア ル 等 の 整 備 を 行 う よ う 働 き

かける。  
 

④  府県民への津波避難の共同啓発  

広域連合は、構成府県と連携して津波避難に関して、あらゆる機会を利用

して、次の事項について啓発を行う。また、学校教育の場において津波避難

教育がなされるよう、働きかける。  
（津波の心得）  

・ 強い地震（震度４程度以上）を感じたとき又は弱い地震であっても長い
時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、直ちに海浜から離れ、急いで安
全な場所に避難する。  

・ 地震を感じなくても、津波注意報や津波警報、大津波警報が発表された
ときは、直ちに海浜から離れ、急いで安全な場所に避難する。  

・  正しい情報をラジオ、テレビ、広報車などを通じて入手する。  
・  津波注意報でも、海水浴や磯釣りは危険なので行わない。  
・ 津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない  

（最低６時間は避難所に滞在する）。  
・  津波を絶対に見に行かない。  
・  海岸や河川敷からできるだけ早く高い所に避難する。  
・ 避難勧告・指示は守り、避難所に避難する（避難所には多くの情報が集

まる）。  
・  普段から浸水域や到達時間、避難場所を確認しておく。  

○  津波対策を構築するにあたってのこれからの想定津波の考え方  

（ 中 央 防 災 会 議「 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 を 教 訓 と し た 地 震・津 波 対 策 に 関 す る 専 門 調 査

会 報 告 H 2 3 . 9」 よ り )  

協定の締結を検討する。  
 

キ  観光客等への支援  

広域連合は、構成団体府県等及び連携県と連携して観光協会、旅行会社や

ホテル・旅館業者等と共に、観光客等に災害時の的確な行動について周知・

広報に努める。  
ま た 、 観 光 客 へ の 情 報 提 供 や 安 全 な 場 所 へ の 誘 導 等 を 円 滑 に 実 施 す るた

め、広域連合は構成団体府県等及び連携県と連携し、ホテル・旅館業者及び

旅行社との間で協定を締結するなど連携体制の整備を検討する。  
さらに、外国人観光客に適切な情報を提供するため、広域連合は構成団体

府県等、及び連携県と連携し、外国人支援を行う NPO や語学ボランティア

の協力を得る仕組みの構築に努める。  
 

(2)  訓練・研修の実施  

①  広域応援訓練の実施  

広域連合は、関西が一体となって大規模広域災害に対処する体制を強化する

ため、大規模広域災害を想定し、構成団体府県等、連携県、関係機関等が参加

する広域応援訓練（実動・図上）を実施する。  
○  訓練の内容  

    広域連合災害対策本部事務局の立ち上げ・運営訓練、同災害対策本部設置

運営訓練、構成団体府県の応援・受援訓練、国の現地対策本部との連携訓練  

等  
 

 
②   防災分野の人材育成  

    広域連合は、構成団体府県等の防災担当職員の災害対応能力の向上を図る

ため、専門的な研修を行う他、構成団体府県主催の研修や人と防災未来セン

ター（所在地：神戸市）等研究・研修機関が実施する研修への参加を促す。 
    

ア  広域連合共通研修の実施  

構成団体府県防災部局職員等を対象に、共通の課題についての研修を、構

成団体府県持ち回りにより共同実施する。  
《実施研修》  

・  防災部局職員基礎研修  
・  災害救助法実務担当者研修  
・  家屋被害認定研修  等    
 

イ  構成団体府県主催研修への他構成団体職員の参加  

構成団体府県の主催研修について、可能な限り他の構成団体職員が参加で

きるよう配慮する。  
 

ウ  人と防災未来センターで実施する災害対策専門研修への積極的な参加  

人 と 防 災 未 来 セ ン タ ー で 実 施 し て い る 階 層 別 の 専 門 研 修 へ の 積 極 的 な参

加を促し、構成府県内市町村職員を含めた防災担当職員のスキルアップを図

る。  
《実施研修》  
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 今後、２つのレベルの津波を想定  
□  発生頻度は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす災害クラスの津波  

 ・ 住 民等 の生 命 を 守る こ とを 最優 先 と し、 住 民の 避難 を 軸 に、 と りう る

手段を尽くした総合的な津波対策を確立  
□  発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波  

・人命保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化、効率的な

生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等を整備  

 

 

 

 

 

 

 

⑤  津波被害想定の実施  

関係構成府県は、東日本大震災を受け、東海・東南海・南海地震に関して、

国が実施する被害想定を踏まえ、津波被害の想定を行う。  
（津波被害想定の内容）  

・  浸水範囲、浸水深等を表示するマップの作成、曝露人口、建物被害の予

測等  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 孤立集落対策の実施  

広域連 合は 構成 府県 と連携 し、 府県 境の 山間部 等で 孤立 集落 が発生 した 場 合

に備え、応援体制を整備する。また、通信電波が届かない地域の解消について、

携帯電話事 業者各 社 への協力要 請、物 資 搬送や住民 移送に つ いて民間ヘ リコプ

ターに係る協定の拡大などに取り組む。  
構成府 県は 、孤 立集 落対策 とし て、 災害 発生直 後の 救命 救助 に最も 必要 と な

る、通信手 段の確 保 と、ヘリコ プター の 臨時着陸場 等の確 保 を全孤立可 能性集

落において確保するよう努める。  
 

※  孤 立 集 落 と は 、中 山 間 地 域 、沿 岸 地 域 、島 嶼 部 な ど の 地 区 及 び 集 落 に お い て 、

土 砂 災 害 な ど に よ り 、道 路 交 通 及 び 海 上 交 通 に よ る 外 部 か ら の ア ク セ ス が 途 絶

し 、 人 の 移 動 ・ 物 資 の 流 通 が 困 難 も し く は 不 可 能 と な る 状 態 。  
 

(5) 地域防災力の向上  

①  府県民への普及啓発  

     阪神・淡路大震災や東日本大震災の経験と教訓を忘れることなく、地震・津

波災害に備えて、日頃から、一人ひとりが「自助」「共助」の精神を持ち、自

分のため、家族や地域のために、自ら実践できる減災のための取組を進める必

要がある。  
このため、広域連合は、構成府県と連携して啓発キャンペーンに努めるとも

に、構成府県・市町村や地域の防災リーダーと連携し、次に掲げる減災対策の

・  災害対策専門研修 (トップフォーラム )  
・  災害対策専門研修 (マネジメントコース・ベーシック )  
・  災害対策専門研修 (マネジメントコース・エキスパート )  
・  災害対策専門研修 (マネジメントコース・アドバンスト )  
・  災害対策専門研修 (特設 )  

(3)  津波災害対策の推進  

津波被害による避難が適切になされるよう、広域連合及び構成団体府県等は、

次の対策を実施する。  
①   津波避難ビルの指定  

構成府県等は、必要に応じて、市町村に津波の緊急避難場所となる津波避

難ビルを指定するように働きかける。また、構成団体府県等は府県市営住宅

や学校校舎などの府県市有施設の指定に積極的に協力する。  
 
②   高架鉄道駅・高速道路の活用  

広域連合は、構成団体府県等と連携して津波発生時に、平野部などで高台

がない場合などに、高架鉄道駅や高速道路のパーキングエリア等を避難場所

として活用することについて関係事業者と協議を進める。  
 

③  地下街・地下鉄避難対策の推進  

広域連合は、構成団体府県等と連携して津波発生時に浸水の可能性のある

地下街や地下鉄について、関係市町村とともに、事業者が地下街・地下鉄利

用 者 等 の 避 難 誘 導 を 適 切 に 行 う こ と を 定 め た マ ニ ュ ア ル 等 の 整 備 を 行 う よ

う働きかける。  
 

④  住府県民への津波避難の共同啓発  

広域連合は、構成団体府県等と連携して津波避難に関して、あらゆる機会

を利用して、次の事項について啓発を行う。また、学校教育の場において津

波避難教育がなされるよう、働きかける。  
（津波の心得）  

・ 強い地震（震度４程度以上）を感じたとき又は弱い地震であっても長い
時間ゆっくりとした揺れを感じたときは、直ちに海浜から離れ、急いで安
全な場所に避難する。  

・ 地震を感じなくても、津波注意報や津波警報、大津波警報が発表された
ときは、直ちに海浜から離れ、急いで安全な場所に避難する。  

・  正しい情報をラジオ、テレビ、広報車などを通じて入手する。  
・  津波注意報でも、海水浴や磯釣りは危険なので行わない。  
・ 津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない  

（最低６時間は避難所に滞在する）。  
・  津波を絶対に見に行かない。  
・  海岸や河川敷からできるだけ早く高い所に避難する。  
・ 避難勧告・指示は守り、避難所に避難する（避難所には多くの情報が集

まる）。  
・  普段から浸水域や到達時間、避難場所を確認しておく。  

 

 

 

プ ラ ン の 中

で L1,L2 の

記 載 に 影 響

し な い の に

加 え 、 住 民

に 啓 発 す る

内 容 と し て

適 当 で な い

ため、削除  
 
最 新 被 害 想

定公表（国、

各 府 県 ） を

受け、修正  
 
修 正 意 見 反

映  
 
 
 
修 正 意 見 反

映  
 
 
 
 
国 の 被 害 想

定 公 表 を 受

け修正  
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普及に努め、住民の主体的な減災への取組を促進する。  
啓発項目  内     容  

① 減 災 チ ェ

ッ ク 項 目

の点検  
 
 

 

・日頃から、家庭内で、ア）災害時の連絡方法、イ）避難

場所、ウ）避難経路、エ）家族の役割分担、オ）家屋の

危険箇所や設備の確認箇所、カ）備蓄品や非常持ち出し

品等の確認を行う。  
・事業所では、ア）事業継続計画（ＢＣＰ）の作成、イ）

建物の耐震性の確保、ウ）転倒落下防止、エ）自家発電

施設の津波による浸水の有無の確認、オ）地域の防災訓

練への参加等を行う。  
② 情 報 収 集

手 段 の 確

保  

・住民各自が身近で携帯性もあるラジオや携帯電話を確保

し、気象情報や地震速報等の最新情報を確認するよう努

める。  
③  住 宅 の 耐

震化  
 

・昭和 56 年以前（新耐震基準適用前）に建てられた住宅

において、簡単な耐震チェックでできる自宅の自己診断

を促すとともに、耐震性が低い場合は、専門家による耐

震診断と必要に応じた耐震改修を行うよう努める。  
④ 室 内 安 全

対策  
（ 家 具 の 固

定等）  

・倒れてきた家具や落下物による負傷や避難路をふさぐこ

となどを防止するため、建物の耐震化と合わせ、家具の

転倒防止対策等を行い安全の確保を行う。  

⑤ コ ミ ュ ニ

テ ィ レ ベ

ル の 実 戦

的 防 災 訓

練の実施  

・普段 から、「自分たちのまちは自分たちで守る」という

考えのもと、自主防災組織等による地域ぐるみの実践的

な訓練を実施する。  
 
 
 

⑥ 災 害 時 要

援 護 者 の

避 難 の 普

及・促進  

・民生委員・児童委員等地域での福祉に携わる者は勿論、

自 治 会 や 自 主 防 災 組 織 で も 災 害 時 要 援 護 者 の 所 在 等 の

情報共有に努め、迅速に安否確認や避難支援、救助など

が行える体制を準備する。  
   

②  地域防災リーダーの育成と防災教育の推進  

広 域 連 合 は 構 成 府 県 と 連 携 し て 、 地 域 防 災 リ ー ダ ー の 育 成 に 努 め る と と も

に、学校や地域における防災教育の充実に努める。  
 
 
 
 
 

 
 

(6) 消防団の広域応援体制の検討  

   総務省消防庁では、今後の大規模災害時における消防団活動のあり方及び団員

 

 

 

 

 

 

 

⑤   津波被害想定の実施  

関係構成府県は、東日本大震災を受け、南海トラフ巨大地震及び日本海側の

地震に関して、国が実施する被害想定を踏まえ、津波被害の想定を行う。  
（津波被害想定の内容）  

・浸水範囲、浸水深、浸水予測時間等を表示するマップの作成、暴露人口、

人的被害、建物被害の予測等  
 

⑤⑥   津波防災地域づくりの推進  

関係構成府県は、津波防災まちづくりに関する法律に基づき、津波浸水想定

を設定・公表し、警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域を、必要な場合に

津波災害警戒区域として指定する。  
（設定・指定の状況）  

津波浸水想定の設定  
（国土交通大臣への

報告分）  

京都府、大阪府、兵庫県（阪神、

淡 路 、 神 戸 、 播 磨 地 域 ）、 和 歌 山

県、徳島県  
津波災害警戒区域  和歌山県、徳島県  

 

(4) 孤立集落対策の実施  

広域連 合は 構成 府県 と連携 し、 府県 境の 山間部 等で 孤立 集落 が発生 した 場 合

に備え、応援体制を整備する。また、通信電波が届かない地域の解消について、

携帯電話事 業者各 社 への協力要 請、物 資 搬送や住民 移送に つ いて民間ヘ リコプ

ターに係る協定の拡大などに取り組む。  
構成府 県は 、孤 立集 落対策 とし て、 災害 発生直 後の 救命 救助 に最も 必要 と な

る、通信手 段の確 保 と、ヘリコ プター の 臨時着陸場 等の確 保 を全孤立可 能性集

落において確保するよう努める。  
 

※  孤 立 集 落 と は 、中 山 間 地 域 、沿 岸 地 域 、島 嶼 部 な ど の 地 区 及 び 集 落 に お い て 、

土 砂 災 害 な ど に よ り 、道 路 交 通 及 び 海 上 交 通 に よ る 外 部 か ら の ア ク セ ス が 途 絶

し 、 人 の 移 動 ・ 物 資 の 流 通 が 困 難 も し く は 不 可 能 と な る 状 態 。  
 

(5) 地域防災力の向上  

①  住府県民への普及啓発  

     阪神・淡路大震災や東日本大震災の経験と教訓を忘れることなく、地震・津

波災害に備えて、日頃から、一人ひとりが「自助」「共助」の精神を持ち、自

分のため、家族や地域のために、自ら実践できる減災のための取組を進める必

要がある。  
このため、広域連合は、構成団体府県と連携して啓発キャンペーンに努める

ともに、構成府県・市町村や地域の防災リーダーと連携し、次に掲げる減災対

 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
意 見 を 一 部

修 正 し て 反

映  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
H25 災 害 対

策 基 本 法 改

正 に 基 づ く

変更  
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
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の安全確保等に関し、平成 23 年 11 月に「東日本大震災を踏まえた大規模災害時

における消防団活動のあり方等に関する検討会」を設置し、検討を進めている。 
広域連合においても、大規模災害発生時における消防団の広域応援活動及び消

防団員の安全確保等について検討する。  
 
 

(7) 防災基盤整備・防災まちづくり等の促進  

 ①  防災基盤施設の整備促進  

   広域連合及び構成府県は、関西全体としての防災力の向上を図るため、防

災基盤施設・設備の整備を推進・促進する。  
 

ア   地震防災緊急事業五箇年計画の推進  

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成７年６月地震防災対策特別措置

法が制定され、各都道府県において、平成 22年度まで３次にわたる地震防

災緊急事業五箇年計画が策定され、地震防災上重要な施設等の整備が推進

されてきた。平成 23年度においては、第４次計画の策定が進められている。 
構成府県は、緊急輸送道路をはじめとする道路、公共施設の耐震化、海

岸・河川施設、砂防・治山施設、ライフライン関係施設、備蓄関係施設、

農地・農業用施設等、地震防災上緊急を要する施設など、第４次計画に盛

り込んだ内容の整備を実施し、防災力のさらなる向上に努める。  
    
 
    イ   防災関係機関のネットワークの整備  

大規模広域災害時に迅速な復旧・復興を図るため、広域連合は、構成府県、

国の出先機関及びその他の防災関係機関とともに、それぞれが所管する道

路、空港、港湾等の交通施設の被災状況や使用可能情報を共有できるしくみ

を整備する。あわせてそれらの交通施設の緊急復旧計画について事前に検討

する。  
 

ウ   事業者等への働きかけ  

広域連合は、構成府県と連携して高速道路・鉄道・空港等の交通関係施設

の整備、代替輸送計画の策定、電気・ガス・水道・通信等のライフライン関

係施設整備、地下街の防災体制の整備等の防災基盤の整備を行うよう働きか

ける。  
 

○   津波被害を軽減するための対策について（地震・津波に強いまちづくり）  

（ 中 央 防 災 会 議 「 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 を 教 訓 と し た 地 震 ・ 津 波 対 策 に 関 す る 専 門 調

査 会 報 告 H 23 .9」 よ り )  

□  多重防護と施設整備  

津波による浸水被害を軽減し、避難のためのリードタイムを長くするた

め、粘り強い海岸保全施設等や多重防護としての道路盛土等交通インフラ

の活用による二線堤を整備する。  

 

②  事業継続のためのバックアップ体制の整備促進  

災害の発生に備えて、行政、企業、団体は、災害時における事業継続を確保

するため、下記の視点に留意することが重要であり、広域連合及び構成府県は、

策の普及に努め、住民の主体的な減災への取組を促進する。  
啓発項目  内     容  

① 減 災 チ ェ

ッ ク 項 目

の点検  
 
 

 

・日頃から、様々な災害が発生する可能性に備え、家庭内

で、ア）災害時の連絡方法、イ）避難場所、ウ）避難経

路、エ）家族の役割分担、オ）家屋の危険箇所や設備の

確認箇所、カ）備蓄品や非常持ち出し品等の確認を行う。 
・事業所では、ア）事業継続計画（ＢＣＰ）の作成、イ）

建物の耐震性の確保、ウ）転倒落下防止、エ）自家発電

施設の津波による浸水の有無の確認、オ）地域の防災訓

練への参加等を行う。  
② 情 報 収 集

手 段 の 確

保  

・住民各自が身近で携帯性もあるラジオや携帯電話を確保

し、気象情報や地震速報等の最新情報を確認するよう努

める。  
③  住 宅 の 耐

震化  
 

・昭和 56 年以前（新耐震基準適用前）に建てられた住宅

において、簡単な耐震チェックでできる自宅の自己診断

を促すとともに、耐震性が低い場合は、専門家による耐

震診断と必要に応じた耐震改修を行うよう努める。  
④ 室 内 安 全

対策  
（ 家 具 の 固

定等）  

・倒れてきた家具や落下物による負傷や避難路をふさぐこ

となどを防止するため、建物の耐震化と合わせ、家具の

転倒防止対策等を行い安全の確保を行う。  

⑤ コ ミ ュ ニ

テ ィ レ ベ

ル の 実 戦

的 防 災 訓

練の実施  

・普段から、「自分たちのまちは自分たちで守る」という

考えのもと、自主防災組織等による地域ぐるみの実践的

な訓練を実施する。  
 
 

⑥  要 配 慮 者

の 避 難 の

普 及 ・ 促

進  

・民生委員・児童委員等地域での福祉に携わる者は勿論、

自 治 会 や 自 主 防 災 組 織 で も 要 配 慮 者 の 所 在 等 の 情 報 共

有に努め、迅速に安否確認や避難支援、救助などが行え

る体制を準備する。  
 

②    ②   地域防災リーダーの育成と防災教育の推進  

広域連合は構成団体府県等と連携して、地域防災リーダーの育成に努めると

ともに、学校や地域における防災教育の充実に努める。  
 

③  被災者支援システム構築の推進  

広域連合及び構成府県は、各市町村に対して、被災者への支援状況等の情報

を一元的に集約できるよう被災者台帳を活用した支援システムの普及を図る。 
    また、東日本大震災や熊本地震の対応を踏まえ、広域連合は、災害時に被災

自治体が行うべき被災者支援  業務を体系的にまとめた「災害時被災者支援業

務対応マニュアル」を策定する。  
 

(6) 消防団の広域応援体制の確立  

 総務省消防庁では、今後の大規模災害時における消防団活動のあり方及び団

 
 
 
熊 本 地 震 等

を受け追記  
 
H29 広 域 防

災 局 事 業 を

追記  
 
 
新 た な 報 告

書 が 公 表 さ

れ た こ と を

受け、修正  
 
修 正 意 見 を

反映  
 
 
 
 
 
 
熊 本 地 震 等

を 受 け 、 追

記  
 
時 点 修 正 に

よる変更  
 
新 た な 報 告

書 が 公 表 さ

れ た こ と を

受け、修正  
 
 
 
広 域 防 災 局

事業を追記  
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自らの事業継続体制の整備を行うとともに、企業、団体等に対して、事業継続

体制の整備についての啓発等を行う。  
 

ア   事業継続計画の策定・運用促進  

構成府県は、自らの事業継続計画の策定、改善を進めるとともに、広域連

合は、構成府県と連携して中小企業、団体等において事業継続計画（ＢＣＰ）

が作成・運用されるよう働きかける。  
 

    イ  基幹システムのバックアップ  

広域連合は、構成府県と連携して事業継続上、重要なシステムやデータは、

災害により被害を受けないよう、万全の安全対策や広域連合内外のバックア

ップ体制について検討するとともに、企業、団体等にも基幹システムのバッ

クアップを働きかける。  
 

③  事前復興計画の策定促進  

東日本大震災の津波による甚大な被害が発生したことを受け、国は、多重防

御による津波防災地域づくりを推進するための制度整備を進めている。具体的

には、津波防災まちづくりに関する法律（平成 23 年 12 月 27 日施行）により、

市 町 村 に よ る 推 進 計 画 の 作 成 や 都 道 府 県 に よ る 津 波 災 害 警 戒 区 域 の 指 定 な ど

が実施される。  
これを踏まえ、東海・東南海・南海地震による津波の発生でまちが壊滅的な

被害を受けることが想定される地域などにおいて、広域連合は、構成府県と連

携して、関係市町村に対して、高台への集団移転などを内容とする住民参加に

よる事前の復興計画の策定を呼びかけるよう努める。  
 
Ⅲ  災害への対応  
 

広域連合が対応すべき災害は、被害が複数府県にまたがり、または単独の府県で

も被害の規模が甚大で、広域的な対応が必要とされる大規模広域災害である。  
広域連合は、被災した地方自治体が実施する緊急・応急対策や復旧・復興対策を

支援するため、関西圏域内外の応援の受入調整を実施する。また、そのために、い

ち早い初動体制を確立し、情報や支援ニーズを的確に把握する。  
  
 

  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

員の安全確保等に関し、平成 24 年８月に「東日本大震災を踏まえた大規模災害

時における消防団活動のあり方等に関する検討会報告書」がとりまとめられて

いる。この内容に沿って、大規模災害発生時における消防団の広域応援の推進

を支援する。  
 
 

(7) 防災基盤整備・防災まちづくり等の促進  

 ①  防災基盤施設の整備促進  

   広域連合及び構成団体府県は、関西全体としての防災力の向上を図るため、

防災基盤施設・設備の整備を推進・促進する。  
 

ア   地震防災緊急事業五箇年計画の推進  

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成７年６月地震防災対策特別措置

法が制定され、各都道府県において、平成 2７年度まで４次にわたる地震防

災緊急事業五箇年計画が策定され、地震防災上重要な施設等の整備が推進

されてきた。平成 28年度からは、第５次計画の策定が進められている。  
構成府県は、緊急輸送道路をはじめとする道路、公共施設の耐震化、海

岸・河川施設、砂防・治山施設、ライフライン関係施設、備蓄関係施設、

農地・農業用施設等、地震防災上緊急を要する施設など、第５次計画に盛

り込んだ内容の整備を実施し、防災力のさらなる向上に努める。  
    
    イ   防災関連情報の一元化  

気象、ライフライン、道路情報、避難勧告発表状況等の防災関連情報を、

府県域を越えて地図上で統合し、大規模広域災害時における円滑な応援・受

援、迅速な復旧・復興等災害対応に資する情報システムの実現について、防

災情報提供事業者等と連携して検討する。  
 
 

ウ   事業者等への働きかけ  

広域連合は、構成団体府県等と連携して高速道路・鉄道・空港等の交通関

係施設の整備、代替輸送計画の策定、電気・ガス・水道・通信等のライフラ

イン関係施設整備、地下街の防災体制の整備等の防災基盤の整備を行うよう

働きかける。  
 

○   津波被害を軽減するための対策について（地震・津波に強いまちづくり）  

（ 中 央 防 災 会 議 「 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 を 教 訓 と し た 地 震 ・ 津 波 対 策 に 関 す る 専 門 調

査 会 報 告 H 23 .9」 よ り )  

□  多重防護と施設整備  

津波による浸水被害を軽減し、避難のためのリードタイムを長くするた

め、粘り強い海岸保全施設等や多重防護としての道路盛土等交通インフラ

の活用による二線堤を整備する。  

 

②  事業継続のためのバックアップ体制の整備促進  

災害の発生に備えて、行政、企業、団体は、災害時における事業継続を確保

するため、下記の視点に留意することが重要であり、広域連合及び構成団体府

時 点 修 正 に

よる変更  
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
被 害 想 定 公

表 （ 国 、 各
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 
  
 
 

 
 

 
＜災害対応のタイムテーブル＞  

時

期  被災地等の主な対応  広域連合の対応  

 

初  
動  
期  

 

・情報の収集と共有  
・避 難 誘 導 、 消 火 、 水 防 等、 被 害防 止 活

動  
・人命救助・救急医療の実施  
・医療活動の実施  
・避 難 者 対 策 の 実 施 （ 災 害時 要 援護 者 へ

の支援を含む）  
・物資・燃料等の緊急輸送   
・道路等公共施設の緊急対策  

・情報収集体制の確立  
・緊急派遣チーム（先遣隊）の

派遣  
・応援・受援体制の確立  
 
・救援物資の需給調整  
・応援要員の派遣・受入調整  
・広域避難の受入調整  
・ボランティアの活動促進  
・帰宅困難者への支援  
・広域的な災害廃棄物（がれき

等）処理の推進  

 ・生活物資の供給  
・被災者の健康対策の実施  

（感染症対策、健康・栄養調査、衛生

対策等）  
・生活衛生対策の実施  
・広域避難の実施  
・道路等公共土木施設の応急復旧   
・ライフラインの応急復旧  
・遺体の安置、葬送   
・災害ボランティアの受入   
・被災者の生活支援  
・被災者のこころのケアの実施   
・学校の教育機能の回復    
・災害廃棄物の処理   
・応急仮設住宅の整備・確保   
・海外からの支援の受入   

 

 ・復興計画の策定・復興財源の確保  
・インフラ施設等の復旧・復興  
・恒久住宅への移行支援   
・生活再建支援  
・経済・雇用再生   
 

・復興戦略の策定  
・被災自治体の復興業務への支

援  
 

 

 

⑦ 阪神・淡路大震災からの復興の道のり―ステージごとの取り組みの整理表―（総括

表） 

県は、自らの事業継続体制の整備を行うとともに、企業、団体等に対して、事

業継続体制の整備についての啓発等を行う。  
 

ア   事業継続計画の策定・運用促進  

構成団体構成府県等は、自らの事業継続計画の策定、改善を進めるととも

に、広域連合は、構成団体構成府県等と連携して中小企業、団体等において

事業継続計画（ＢＣＰ）が作成・運用されるよう働きかける。  
 

    イ  基幹システムのバックアップ  

広域連合は、構成団体構成府県等と連携して事業継続上、重要なシステム

やデータが災害により被害を受けないよう、万全の安全対策や広域連合内外

のバックアップ体制について検討するとともに、企業、団体等にも基幹シス

テムのバックアップを働きかける。  
 

②③   事前復興計画の策定促進  

東日本大震災の津波による甚大な被害が発生したことを受け、国は、多重防

御による津波防災地域づくりを推進するための制度整備を進めている。具体的

には、津波防災まちづくりに関する法律（平成 23 年 12 月 27 日施行）により、

市 町 村 に よ る 推 進 計 画 の 作 成 や 都 道 府 県 に よ る 津 波 災 害 警 戒 区 域 の 指 定 な ど

が実施される。  
これを踏まえ、南海トラフ巨大地震による津波の発生でまちが壊滅的な被害

を受けることが想定される地域などにおいて、広域連合は、構成団体構成府県

等と連携して、関係市町村に対して、高台への集団移転などを内容とする住民

参加による事前の復興計画の策定を呼びかけるよう努める。  

府 県 ） を 受

け修正  
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
 
構 成 団 体 の

変更  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国 の 被 害 想

定 公 表 を 受

け  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

復

旧
・
復

興

期
（

仮

設

住

宅

期

） 

応

急

対

応

期
（

避

難

所

期

） 
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  
分  

Ⅰ 緊 急 ・応 急 対 応 期  
（直後から避難所期：平成７年１月～平成７年

８月）  

Ⅱ 復  旧  期  
(仮 設 住 宅 期 ：平 成 ７年 ９月 ～平 成 １０

年 ３月 )  

①
被

災

者

を
取

り
巻

く
生

活

基

盤 

 

住
ま
い 

・被 災 者 は避 難 所 に避 難  
（ ピ ー ク 時 ： １ 月 23 日 、 1 ,153 カ 所 、
316 ,678 人 ） 

・応 急 仮 設 住 宅 を 48 ,300 戸 整 備 、避 難
所 を解 消  

・ 応 急 仮 設 住 宅 に ふ れ あ い セ ン タ ー を 設
置  

・ 避 難 所 解 消 に 向 け 公 営 住 宅 へ の 一 時
入 居 を実 施  

・ シ ル バ ー ハ ウ ジ ン グ へ Ｌ Ｓ Ａ ( 生 活 援 助
員 )を派 遣  

・被 災 直 後 に応 急 危 険 度 判 定 を実 施  
・国 庫 補 助 事 業 で損 壊 家 屋 等 を解 体  
・ひょうご住 宅 復 興 ３カ年 計 画 の策 定  

・災 害 復 興 公 営 住 宅 を 38 ,600 戸 整 備  
・応 急 仮 設 住 宅 入 居 者 調 査 を実 施  
・災 害 復 興 公 営 住 宅 を一 元 募 集  
・コレクティブ･ハウジング等 の建 設  
・住 まい復 興 プログラムを策 定  
・がれきの処 理 を完 了  

 

イ
ン
フ
ラ 

・ライフラインの復 旧  
電 気 ( １ 月 下 旬 ) 、 電 話 ・ Ｌ Ｐ ガ ス ( １ 月
末 ） 、 ガ ス ・ 水 道 ( ４ 月 中 旬 ） 、 下 水 道 ( ４
月 )  

・鉄 道 の復 旧  
神 戸 市 営 地 下 鉄 (２月 中 旬 )、ＪＲ在 来 線 (４
月)、ＪＲ新幹線 
（４月上旬）、阪神・阪急・山陽・神戸電鉄(６
月) 

・ 鉄 道 が 復 旧 す る ま で の 間 は 代 替 バ ス が
運 行  

・緊 急 インフラ整 備 ３カ年 計 画 の策 定  
・阪 神 高 速 道 路 全 線 復 旧  
・神 戸 港 の全 面 復 旧  
・ ＪＲ 東 西 線 開 業 、 Ｊ Ｒ 福 知 山 線 複 線 化 、

Ｊ Ｒ 播 但 線 の 電 化 高 速 化 等 輸 送 力 を
強 化  

・山 陽 自 動 車 道 全 線 開 通  
 

② 
くらし 

・ 義 援 金 を 募 集 し 第 １ 次 配 分 （ ２ 月 ） と第
２次 配 分 （５月 ）を実 施  

・緊 急 生 活 福 祉 資 金 （小 口 貸 付 ）を開 始  
・災 害 弔 慰 金 、災 害 見 舞 金 の支 給  
・災 害 援 護 資 金 貸 付 の受 付 開 始  
・こころのケアセンターを開 設  
・すべての県 立 学 校 （２月 中 旬 ）、小 中 学

校 （２月 下 旬 ）で授 業 再 開  

・阪 神 ・淡 路 大 震 災 復 興 支 援 館 の開 館  
・ 義 援 金 の 第 ３ 次 配 分 （ 平 成 ８ 年 ９ 月 ） を

実 施  
・生 活 復 興 資 金 貸 付 を創 設  
・生 活 再 建 支 援 金 、 被 災 中 高 年 恒 久 住

宅 自 立 支 援 金 を 創 設 し 恒 久 住 宅 へ の
移 行 を支 援  

・民 間 賃 貸 住 宅 の家 賃 負 担 の軽 減 措 置
を実 施  

・ い き い き 仕 事 塾 等 生 き が い づ く り 関 係
事 業 の実 施  

・生 活 復 興 支 援 プログラムの策 定  

③ 
経 済  

・被 災 中 小 企 業 の復 旧 対 策 融 資 等 の実
施  

・ 雇 用 調 整 助 成 金 ・ 失 業 給 付 の 特 例 扱
い 

・ 中 小 企 業 総 合 相 談 所 ・ 総 合 労 働 相 談
所 を開 設  

・仮 設 工 場 ・仮 設 店 舗 が完 成  
・産 業 復 興 ３カ年 計 画 の策 定  

・ ( 財 ) 阪 神 ・ 淡 路 産 業 復 興 推 進 機 構 （ Ｈ
ＥＲＯ）の設 置  
・ ( 財 ) 新 産 業 創 造 研 究 機 構 （ Ｎ Ｉ Ｒ Ｏ ） の
設 置  
・神 戸 ルミナリエの開 催  
・ 県 産 業 復 興 条 例 、神 戸 市 神 戸 起 業 ゾー
ン条 例 の施 行  
・ 商 店 街 ・小 売 市 場 復 興 イベント開 催 支 援
事業の実施 
・ 産 業 復 興 ベ ン チ ャ ー キ ャ ピ タ ル 制 度 の
実 施  
・観 光 復 興 リレーイベントなど観 光 対 策 の
実 施  
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関西防災・減災プラン 現行 見直し案 見直しの考え方 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  
分  

Ⅰ 緊 急 ・応 急 対 応 期  
（直後から避難所期：平成７年１月～平成７

年８月）  

Ⅱ 復  旧  期  
(仮 設 住 宅 期 ：平 成 ７年 ９月 ～平 成 １０

年 ３月 )  

④ 
まちづ
くり 

・ 被 災 地 に 建 築 基 準 法 に 基 づ く 建 築
制 限 実 施  
・被 災 市 街 地 復 興 特 別 措 置 法 施 行  
・復 興 都 市 計 画 の決 定 告 示  

・ 神 戸 東 部 新 都 心 （ Ｈ Ａ Ｔ 神 戸 ） 、 西 宮
マ リ ナ パ ー ク シ テ ィ、 南 芦 屋 浜 北 部 地
区 等 でまちびらき 

・ 景 観 ル ネ サ ン ス ・ まち な み 保 全 事 業 の
実 施  

⑤ 
地 域
づ く り
活 動  

・全 国 から 138 万人のボランティアが被 災
地 で活 動  
・ 災 害 復 興 ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 事 業 補 助

を創 設  
・被 災 者 復 興 支 援 会 議 が発 足  
 

・生 活 復 興 県 民 ネットが発 足  
・ 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 ( Ｎ Ｐ Ｏ 法 ) の
制 定  
 

⑥ 
防
災 ・
減 災  

・災害救助法を 10 市 10 町に適用 
・ 全 国 の 消 防 、 警 察 、 自 衛 隊 、 海 上 保

安 庁 が救 助 活 動 等 を展 開  
・救 援 物 資 の備 蓄 基 地 を４カ所 に開 設  
・放 送 協 定 に基 づきＮＨＫなどで生 活 情
報 を発 信  
・臨 時 災 害 ＦＭ局 を開 局  

・ 知 事 直 轄 の 危 機 管 理 専 門 職 として防
災 監 を設 置  
・ 災 害 救 援 専 門 ボ ラ ン テ ィ ア 制 度 の 創
設  
・県 地 域 防 災 計 画 を全 面 修 正  
・フェニックス防 災 システムの運 用 開 始  
 

⑦
復

興

体

制

・
復

興

計

画 

国  ・ 兵 庫 県 南 部 地 震 緊 急 対 策 本 部 を 設
置  
・地 震 対 策 担 当 大 臣 を任 命  
・ 現 地 対 策 本 部 を 兵 庫 県 公 館 内 に 設
置  
・ 阪 神 ・淡 路 復 興 委 員 会 、 阪 神 ・ 淡 路 復
興 対 策 本 部 を設 置  

・阪 神 ・淡 路 復 興 委 員 会 の廃 止  
・国 と県 ・神 戸 市 との協 議 会 の設 置  

県  ・  兵 庫 県 南 部 地 震 災 害 対 策 総 合 本 部
を設 置  

・  阪 神 ・淡 路 大 震 災 復 興 本 部 を設 置  
・  震 災 復 興 総 合 相 談 センターで被 災 者

相 談 を一 元 化  
・  阪 神 ・淡 路 震 災 復 興 計 画 (フェニックス計

画)の策定に着手 
・  都 市 再 生 戦 略 策 定 懇 話 会 が 阪 神 ・

淡 路 震 災 復 興 戦 略 ビジョンを提 言  
・  （ 財 ） 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 復 興 基 金 を

設 立  

・ （ 財 ） 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 記 念 協 会 を
設 立  
・阪 神 ・淡 路 震 災 復 興 計 画 を策 定  
・ひょうご住宅復興３か年計画、産業復興３か

年計画、緊急インフラ整備３カ年計画の策
定（再掲） 

 


